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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社は、平成18年3月期において、過年度における不適切な経理処理を訂正したことにより、また   繰延税

金資産の計上に不適切な経理処理がなされていたことが判明いたしましたので、以下の通り訂正を行うことと

いたしました。 

その結果、第44期事業年度（平成18年3月期）において、連結での業績は、売上高が265百万円過少に、売上

原価が15百万円過剰に、経常損失が315百万円過剰に、当期純損失が3,094百万円過剰に計上されております。 

単体での業績は、売上高が216百万円過少に、売上原価が10百万円過少に、経常損失が200百万円過剰に、当

期純損失が3,212百万円過剰に計上されております。 

 これらを訂正するため、証券取引法第24条の２第1項の規定に基づき「平成18年６月29日」に提出いたしま

した有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 なお、訂正後の連結財務諸表及び財務諸表については、監査法人つばきにより監査を受けており、 

その監査報告書を添付しております。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

２ 施工高、受注工事高及び完成工事高の状況 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1) 連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 

② 連結損益計算書 

③ 連結剰余金計算書 

  ④ 連結キャッシュ・フロー計算書 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

(連結損益計算書関係) 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)  

   (税効果会計関係) 

   (セグメント情報) 

事業の種類別セグメント情報 

   (１株当たり情報) 

２ 財務諸表等 

(1) 財務諸表 

① 貸借対照表 

   ② 損益計算書 

     製造原価明細書 



ア 完成工事原価報告書  

    イ 情報システム事業売上原価明細書 

   ③ 損失処理計算書 

   継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

   追加情報 

    注記事項 

     (貸借対照表関係) 

 (損益計算書関係) 

 (税効果会計関係) 

 (１株当たり情報) 

    ④ 附属明細表 

引当金明細表 

(2) 主な資産及び負債の内容 

    ａ 資産の部 

イ 完成工事未収入金 

     (イ)滞留状況 

    ウ 売掛金 

      (イ)滞留状況 

エ 未成工事支出金 

    

３ 【訂正箇所】 

   訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみ該当箇所に＿_＿罫を付して表示

しております。 

  

  

  

  

  



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  
回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 
決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

(1) 連結経営指標等       

売上高 (千円) 15,303,544 13,372,314 14,034,493 13,992,181 11,763,217

経常利益 
又は経常損失(△) 

(千円) 16,176 △2,037,190 △1,389,359 △255,467 △1,357,279

当期純損失 (千円) 249,643 2,920,503 1,435,431 112,129 1,935,232

純資産額 (千円) 1,418,310 △1,522,773 △2,939,112 △3,059,591 116,611

総資産額 (千円) 8,721,897 8,761,312 9,206,961 7,063,157 5,738,748

１株当たり純資産額 (円) 429.80 △461.45 △890.65 △927.16 2.27

１株当たり当期純損失 (円) 75.65 885.01 434.99 33.98 62.79
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.26 △17.38 △31.92 △43.32 2.03

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,206,851 △1,644,333 △58,802 1,303,558 △2,902,286

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △497,941 △635,819 △201,836 998,937 △128,658

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,782,698 2,320,422 405,787 △2,331,217 2,523,187

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 520,321 560,591 705,740 677,018 169,262

従業員数 (名) 827 900 868 793 587
(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (千円) 15,093,444 12,942,810 13,476,590 13,286,533 11,072,005
経常利益 
又は経常損失(△) 

(千円) 62,444 △1,832,068 △1,307,830 △209,306 △1,210,142

当期純損失 (千円) 262,597 2,728,052 1,459,565 132,629 2,047,226
資本金 (千円) 312,000 312,000 312,000 312,000 2,852,219
発行済株式総数 (株) 3,300,000 3,300,000 3,300,000 3,300,000 51,427,869
純資産額 (千円) 1,382,486 △1,366,146 △2,806,619 △2,947,597 116,611

総資産額 (千円) 8,546,550 8,416,825 8,764,952 6,614,416 5,738,748

１株当たり純資産額 (円) 418.96 △413.99 △850.50 △893.22 2.27
１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

8.00 

(―)

6.00

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純損失 (円) 79.58 826.70 442.30 40.19 66.42
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.18 △16.23 △32.02 △44.56 2.03

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―
従業員数 (名) 751 765 748 699 587



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額および連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が

ないため記載しておりません。また、当期純損失となっているため記載しておりません。 

３ 自己資本利益率、株価収益率、配当性向については当期純損失となっているため記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

５ 第40期の１株当たり配当額には、創立40周年記念配当２円を含んでおります。 

  



２ 【沿革】 

  

  

年月 概要

昭和37年６月 日本電信電話公社(現NTTの前身)の電気通信機械建設工事を専業とするため、都築電気工業株式

会社から分離して都築通信建設株式会社設立(本社：東京都港区、大阪支店：大阪市西区、札幌

支店：札幌市) 

昭和37年７月 建設業法に基づく建設大臣登録(電気通信工事業) 

昭和44年１月 日本電信電話公社の加入データ通信等の情報処理関係事業に協力するため、技術部に専担組織を

設置してソフトウェア関係業務を開始する。 

昭和47年４月 本社を東京都港区麻布十番３丁目17番地から東京都港区浜松町２丁目１番18号に移転 

昭和61年４月 商号を「都築通信建設株式会社」から「都築通信技術株式会社」に変更 

昭和61年９月 株式会社ツヅキアクトシステムを設立 

平成元年２月 店頭登録銘柄として新規登録 

平成７年７月 本社を東京都品川区東五反田１丁目11番15号に移転 

平成12年４月 都築通信技術プロコム株式会社（現株式会社プロコム）を設立 

平成12年７月 株式会社平成ソフト工房増資、連結子会社となる。 

平成13年７月 株式会社平成ソフト工房(連結子会社)と株式会社アイテック(関連会社)が合併、新生株式会社ア

イテック(連結子会社)となる。 

平成15年６月 TTGスタッフサービス株式会社を設立 

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年11月 商号を「都築通信技術株式会社」から「株式会社ＴＴＧ」に変更 

平成18年２月 株式会社ツヅキアクトシステムの株式を譲渡 

平成18年３月 株式会社アイテック、株式会社プロコム、TTGスタッフサービス株式会社の株式を譲渡 



３ 【事業の内容】 

当社グループが営んでいる主な事業内容と、当社、親会社の当該事業に係る位置付け等は次のとおりであります。 
なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 
また、従来当社の連結子会社でありました㈱アイテック、㈱ツヅキアクトシステムおよび㈱プロコム、持分法非適
用非連結子会社でありましたＴＴＧスタッフサービス株式会社、持分法適用関連会社でありましたジャストエンジニ
アリング㈱は株式の譲渡をしたことにより、関係会社に該当しなくなりました 
  

(電気通信設備工事等建設事業) 
電気通信設備工事等建設事業においては、各種電気通信設備、電気、土木、建築その他の工作物等の建設、保守及
びこれらの設備に関する設計、コンサルティング、工事監理等並びに機材機器の販売及び保守、自家発電による発生
する電気及び熱エネルギーの供給、テレマーケティング事業を行っております。 
  

(情報システム事業) 
情報システム事業においては、各種コンピュータ・ソフトウェアの設計、作成等の業務及びコンピュータ運用等の
業務並びに機器の販売を行っております。 
  
以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 上記親会社は、平成17年７月15日および平成17年９月２日の第三者割当増資により、新たに当社の親会社となっておりま

す。なお、上記親会社は有価証券報告書を提出しております。 

２ 従来、当社の連結子会社でありました㈱アイテック、㈱ツヅキアクトシステムおよび㈱プロコム、持分法非適用非連結子

会社でありましたＴＴＧスタッフサービス株式会社、持分法適用関連会社でありましたジャストエンジニアリング㈱は株

式の譲渡をしたことにより、関係会社に該当しなくなりました。 

 また、当社のその他の関係会社でありました都築電気㈱および富士通㈱は、平成17年７月15日および平成17年９月２日

の第三者割当増資により、その他の関係会社に該当しなくなりました、 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数が前年度末に比べて206名減少しておりますが、主として平成17年８月10日付の当社早期希望退職者の退職及

び、平成18年２月及び平成18年３月の連結子会社株式会社ツヅキアクトシステム、株式会社アイテック及び株式会社プロ

コムの株式譲渡に伴う連結除外によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が前年度末に比べて112名減少しておりますが、主として平成17年８月10日付の当社早期希望退職者67名の退職

によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、当社労働組合(組合員数403人)が加盟している、全国情報・通信・設備建設労働組合連合会東

京情報通信建設労働組合が組織されており、情報産業労働組合連合会に属しております。 

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の 
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合 
(％) 

被所有割合
(％) 

(親会社)       

ユニオンホールディングス㈱ 東京都板橋区 14,841 
精密光学機器製造販
売事業 
事務代行サービス業

― 48.9 役員の兼任２名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

電気通信設備工事等建設事業 232

情報システム事業 312

全社(共通) 43

合計 587

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

587 36.4 13.3 5,359,544



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の回復を背景とする設備投資に個人消費という内需中心に

堅調なものとなっております。 

そのような環境の中で、当社グループは、過少資本による財務状況が脆弱であること、さらに長期に亘る純損

失による大幅な内部留保の取崩をしてきたことにより財務状況を圧迫してまいりましたが、当連結会計年度に２

回の第三者割当増資ならびに新株予約権（第三者割当）の発行を行い財務基盤の強化をはかり、早期希望退職、

有利子負債の削減を実施しました。 

第44期における業績については、電気通信設備工事等建設事業においては移動体通信工事、ネットワーク系設

備工事を中心に、また情報システム事業においては受発注システム、バンキングシステム、財務管理システム、

海外旅行システム等の構築を中心に事業展開をはかり収益の確保に努めてまいりました結果、受注額は92億15百

万円（対前連結会計年度34億４百万円の減）、売上高は117億63百万円（対前連結会計年度22億28百万円の減）、

営業損失11億41百万円（対前連結会計年度９億96百万円の増）、経常損失13億57百万円（対前連結会計年度11億

１百万円の増）となりました。なお、当期純損失については、役員退職給与引当金戻入益の特別利益を計上した

ものの、子会社整理損、早期希望退職者特別退職金等の特別損失を計上したことにより、19億35百万円（対前連

結会計年度18億23百万円の増）となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

①電気通信設備工事等建設事業 

電気通信設備工事等建設事業については、移動体通信工事における受注先の競争激化によるコストダウン要

請、小規模工事の増加等の要因が重なり工事原価が悪化したことにより、売上高は62億67百万円（対前連結会計

年度14億55百万円の減）、営業損失６億22百万円（対前連結会計年度４億２百万円の増）となりました。 

②情報システム事業 

情報システム事業については、ソフトウェア業界特有の先行開発による受注先との見解の相違が発生して、開

発の修正や重複作業を余儀なくされたことによる原価費用が増大した結果、売上高は54億96百万円（対前連結会

計年度７億73百万円の減）、営業利益４億12百万円（対前連結会計年度４億43百万円の減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金および現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べ５億７百万

円減少し、当連結会計年度末には１億69百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少額７億19百万円、たな卸資産の減少額６億１百万円が

ありますが、支出面において税金等調整前当期純損失19億22百万円、仕入債務の増加額10億71百万円、退職給付

引当金の減少額３億19百万円、賞与引当金の減少額１億35百万円、その他流動負債（未払費用等）の減少額２億

11百万円、その他流動資産（未収入金等）の増加額２億32百万円により29億２百万円の支出（対前連結会計年度

42億５百万円の支出増）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは主に連結の範囲の変更に伴う子会社株式の売却によるもので１億28百円

の支出（対前連結会計年度11億27百万円の支出増）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは株式の発行による収入47億75百万円でありますが、短期借入金の返済に

よる支出31億35百万円、長期借入金の返済による支出６億87百万円、社債の償還による支出１億円があり、活動

結果は25億23百万円の収入（対前連結会計年度48億54百万円の収入増）となりました。 

  



２ 【施工高、受注工事高及び完成工事高の状況】 

(1) 施工高 

当連結会計年度における施工高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 当期施工高は〔当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高〕によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注工事高 

当連結会計年度における受注工事高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、その増減額を当期受注工事高に含

めております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 完成工事高 

当連結会計年度における完成工事高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の完成工事高及び当該完成工事高の総完成工事高に対する割合 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 施工高(千円) 前年同期比(％) 

電気通信設備工事等建設事業 5,618,378 69.1

情報システム事業 5,428,916 88.1

合計 11,047,295 77.3

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

電気通信設備工事等建設事業 5,245,356 94.2 918,029 47.3

情報システム事業 3,970,173 56.3 1,952,705 56.1

合計 9,215,529 73.0 2,870,735 53.0

事業の種類別セグメントの名称 完成工事高(千円) 前年同期比(％) 

電気通信設備工事等建設事業 6,267,093 81.1

情報システム事業 5,496,123 87.7

合計 11,763,217 84.1

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

完成工事高
(千円) 

割合(％)
完成工事高
(千円) 

割合(％) 

ドコモエンジニアリング㈱ 2,340,323 16.7 2,047,167 17.4



３ 【対処すべき課題】 

財務基盤の強化を果たした後の再出発に際し、まず経営の健全性を確保すべく子会社整理を中心とした特別損失の

要因等を究明し、経営の公正性・透明性を強化するべく社外の有識者・専門家を主体とした「特別調査委員会」を平

成18年４月７日に設置し、コンプライアンスの推進、コーポレートガバナンスの徹底をはかっているところでござい

ます。 

一方、営業活動につきましては、電気通信設備工事等建設事業における従来型の交換設備工事、有線ＬＡＮ敷設工

事から移動体通信工事（基地局、ビル内アンテナ）、保守およびモバイル・無線ＬＡＮシステム系構築等に重点を移

しつつ、更なる受注拡大を目指し、また情報システム事業においては金融・財務・流通・旅行等のソフトの受託開発

における売上拡大に努める一方で、当分野での強みを生かし顧客ニーズを先取りしたソリューション提案を積極的に

行うなど活発な活動を続けた結果、電気通信設備工事等建設事業、情報システム事業共に業界大手との基本契約締結

交渉が進捗を見せ、また多種多様なネットワーク環境に対応できる次世代プラットフォーム開発に向け共同事業に参

画すべく大手企業と協議中であり、今後業績回復が期待できる環境が整いつつあります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

電気通信設備工事等建設事業におきましては、当社のセグメント売上高の６割強を占める受注先である移動体通信

事業者各社は、第３世代携帯電話サービスの関連投資を積極的に行っており、当社が関わる移動体通信工事も堅調に

推移しております。 

このように当社と取引関係にあるＮＴＴグループをはじめとした情報通信事業者各社との安定的な取引を継続して

おりますが、電気通信設備工事等建設事業の売上高への依存が高く、通信サービスの設備投資動向や情報通信設備の

技術革新によっては当社の業績へ影響を及ぼす可能性があります。 

情報システム事業におきましては「ISO9001」、「ISMS」および「BS7799」に基づく品質管理体制の下に金融・財

務・流通・旅行等のソフト受託開発を行っておりますが、システム開発で重大な瑕疵などが発生した場合、その状況

によっては当社の収益に影響を及ぼすことも考えられます。またITサービス産業を取り巻く市場環境が急激に変化

し、技術革新が急速に進行することにより対応が遅れる等の事態が発生した場合なども、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

更に情報通信産業、ソフトウェア産業の最大の財産は「人材」であり、人材の確保、育成は今後の経営基盤の維

持・拡大の上で不可欠であります。両業界においては、人材の流動化が進行しており、当社においても積極的に定期

採用および中途採用により人材の確保に努めておりますが、将来にわたり継続して優秀な人材を確保できる保証はあ

りません。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年６月１日開催の取締役会において、平成18年10月２日を期して「株式会社ＴＴＧホールディング

ス」に商号変更し、持株会社に移行するとともに、現在の当社の電気通信設備工事等建設事業および情報システム事

業は新設する会社（株式会社ＴＴＧ）に継承させることを決議し、平成18年6月29日開催の第44回定時株主総会におい

て、分割計画書の承認を受けました。 

当該会社分割に関する事項の概要は、「第５経理の状況 １連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項（重要

な後発事象）」に記載しております。 



６ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は前連結会計年度末に比べて23.7％減少し、43億48百万円となりまし

た。これは主に売上高低下による売掛金、完成工事未収入金の減少と期中受注高低下に伴う繰越工事の減少による

未成工事支出金によるものであります。 

  

（固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は前連結会計年度末に比べて12.9％減少し、11億90百万円となりまし

た。これは主に開発中の社内システムの発注先である連結対象子会社が、子会社株式の売却に伴い連結対象外とな

ったため、ソフトウェア仮勘定が減少したことによるものであります。 

  

（繰延資産） 

当連結会計年度末における繰延資産の残高は当期増資による新株発行費１億99百万円であります。 

  

（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は前連結会計年度末に比べて47.3％減少し、43億43百万円となりまし

た。これは主に工事減少による支払手形、工事未払金、買掛金の仕入債務の減少と短期借入金、長期借入金の返済

によるものであります。 

  

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は前連結会計年度末に比べて32.2％減少し、12億78百万円となりまし

た。これは主に社債(私募債)、長期借入金の返済によるものと、早期希望退職者による退職給付引当金取崩による

ものであります。 

  

（資本） 

当連結会計年度末における資本合計は前連結会計年度末に比べて31億76百万円増加し、１億16百万円となりまし

た。これは主に増資により資本金等の増加が49億92百万円となりましたが当期純損失による利益剰余金のマイナス

が18億51百万円増加しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの分析 

キャッシュ・フローの分析は「第２事業の概況 １業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」を参照くださ

い。 

  



(3) 経営成績 

（売上高） 

当連結会計年度における売上高は117億63百万円（前年同期比15.9％減）となりました。売上高が減少した主な要

因は、電気通信設備工事等建設事業におけるネットワーク系設備工事の大幅な落ち込みによるものであります。 

  

（売上総利益） 

当連結会計年度は売上総利益２億33百万円（対前連結会計年度12億18百万円の減）となりました。売上総利益の

減少した主な要因は、ネットワーク系設備工事の大幅な減少と受注先の競争激化によるコストダウン要請による売

上高の減少ならびに小規模工事の増加等による工事原価の悪化、先行開発による受注先との見解相違が発生して開

発の修正や重複作業を余儀なくされたことによる原価費用が増大した結果によるものであります。 

  

（販売費及び一般管理費） 

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、13億74百万円と前連結会計年度に比べ２億21百万円減少

（13.9％）しております。減少となった主な要因は工事原価への要員シフトによるものであります。 

  

（営業損失） 

当連結会計年度は営業損失11億41百万円（対前連結会計年度９億96百万円の損失増）となりました。前述の売上

高の減少および工事原価悪化の影響によるものであります。 

  

（経常損失） 

当連結会計年度は経常損失13億57百万円（対前連結会計年度11億１百万円の損失増）となりました。前述の売上

高の減少および工事原価悪化の影響によるものであります。 

また、営業外損益の主な内容は、営業外収益から営業外費用を差し引いた純額は２億15百万円の費用計上とな

り、受取利息・配当金から支払利息を差し引いた純額は１億27百万円の損となり、新たに新株発行費償却99百万円

の費用計上もあります。 

  

（当期純損失） 

当連結会計年度における当期純損失は19億35百万円（対前連結会計年度18億23百万円の損失増）となりました。

前述の売上高の減少および工事原価悪化の影響並びに特別損失として６億51百万円を計上したことによるものであ

ります。なお、特別損失の主な内容は、特別退職金６億13百万円他であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

該当事項はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

（平成18年３月31日現在）

(注) １ 金額には消費税等は含んでおりません。 

２ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価格(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
車両運搬具

工具器具
備品 

土地
(面積㎡) 

合計 

本社 
(東京都品川区) 

電気通信設備
工事等建設事
業 
情報システム
事業 

本社事務所 51,751 ― 46,213 ― 97,965 295

西日本支店 
(大阪市北区) 

電気通信設備
工事等建設事
業 
情報システム
事業 

支店事務所 197 169 13,530 ― 13,897 253

北海道支店 
(札幌市中央区) 

電気通信設備
工事等建設事
業 
情報システム
事業 

支店事務所 79,629 ― 3,621
98,000
(850)

181,250 39

事務所年間賃借料 226,540千円 土地の賃借面積 3,850㎡ 

備品年間リース料 3,943千円 備品リース契約残高 3,194千円



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 52,800,000

計 52,800,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 51,427,869 52,663,500
ジャスダック証券
取引所 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 51,427,869 52,663,500 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

旧商法第280条ノ20の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成18年１月６日取締役会決議 

(注) 事業年度末現在新株予約権の残数43個は、平成18年４月５日および平成18年４月７日に行使があり、本有価証券報告書提出

日現在において未行使残数はありません。 

  

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 43個 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ― 

新株予約権の目的となる株式の数 1,235,631株 ― 

新株予約権の行使時の払込金額 174円 ― 

新株予約権の行使期間 
平成18年１月26日から
平成20年１月25日まで 

― 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  174円
資本組入額  88円 

― 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 

― 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡について
は、当社取締役会の承認を要
するものとする。 

― 



②新株予約権（ストックオプション） 

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストック・オプション）は次の

とおりであります。 

平成17年９月１日臨時株主総会特別決議 平成18年５月26日取締役会決議 

  

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 ― 1,350個

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 ― 135,000株

新株予約権の行使時の払込金額 ―
21,000円
（１株当たり210円） 

新株予約権の行使期間 ―
平成20年５月27日から 
平成22年９月９日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

―
発行価格  210円 
資本組入額 105円 

新株予約権の行使の条件 ―

①新株予約権の割当を受けた
者（以下「新株予約権者」
という）は、権利行使の際
に、当社及び当社関係会社
の取締役、執行役員、監査
役、顧問および従業員の地
位にあることを要する。た
だし、任期満了による退
任、定年退職、転籍、その
他正当な理由があると認め
た場合は、この限りでな
い。 
②新株予約権者の権利行使期
間内の死亡の場合には新株
予約権者の相続人は、新株
予約権を相続する。 
③その他の権利行使の条件
は、新株予約権割当契約に
定めるところによる 

新株予約権の譲渡に関する事項 ―
新株予約権を譲渡するときは
取締役会の承認を要するもの
とする。 



③新株予約権付社債 

旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

  

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成18年４月18日発行） 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権付社債の残高 ― 2,000,000千円 

新株予約権の数 ― 20個

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 ― 12,422,360株 

新株予約権の行使時の払込金額 ― 161円

新株予約権の行使期間 ―
平成18年７月１日から 
平成20年４月17日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

―
発行価格  161円 
資本組入額  81円 

新株予約権の行使の条件 ―

本社債を繰上償還する場合ま
たは当社が本社債につき期限
の利益を喪失した場合には、
償還日または期限の利益の喪
失日以後本新株予約権を行使
することはできない。当社が
社債権者の請求により本社債
を繰上償還する場合には、本
新株予約権付社債券が償還金
支払場所に提出された時以
降、本新株予約権を行使する
ことはできない。また、各本
新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ―

商法第341条ノ２第４項の定
めにより本社債と本新株予約
権のうち一方のみを譲渡する
ことはできない。 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 資本準備金の減少は欠損補填によるものであります。 

２ 第三者割当 発行価格100円 資本組入額50円 

主な割当先 ユニオンホールディングス株式会社 

３ 第三者割当 発行価格100円 資本組入額50円 

主な割当先 オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社 

      ユニオンホールディングス株式会社 

４ 新株予約権の行使による増加であります。 

なお、平成18年４月５日において発行済株式総数増加数632千株、資本金増加額55,632千円、資本準備金増加額54,587千

円、平成18年４月７日において発行済株式総数増加数603千株、資本金増加額53,102千円、資本準備金増加額52,106千円

がそれぞれ新株予約権の行使により増加し、本有価証券報告書提出日現在の残高は発行済株式総数残高52,663千株、資本

金残高2,960,955千円、資本準備金残高2,720,643千円となっております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成17年６月29日(注１） ― 3,300 ― 312,000 △84,000 78,000 

平成17年７月15日(注２） 9,900 13,200 495,000 807,000 495,000 573,000 

平成17年９月２日(注３） 35,000 48,200 1,750,000 2,557,000 1,750,000 2,323,000 

平成18年１月27日(注４） 1,015 49,215 100,507 2,657,507 99,892 2,422,892 

平成18年３月16日(注４） 632 49,847 55,632 2,713,139 54,587 2,477,480 

平成18年３月23日(注４） 948 50,795 83,448 2,796,587 81,881 2,559,361 

平成18年３月28日(注４） 632 51,427 55,632 2,852,219 54,587 2,613,949 



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式は「単元未満株式の状況」に50株含まれております。 

なお、すべて期末日現在の実質的な所有株式数は50株であります。 

２ 上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が4,592単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) ユニオンホールディングス株式会社およびオメガプロジェクト・ホールディングス株式会社は、平成17年７月15日および平

成17年９月２日の当社第三者割当増資を引き受けたことにより主要株主になっております。また、都築電気株式会社、富士

通株式会社および株式会社協和エクシオは主要株主でなくなりました。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 6 8 37 3 16 5,299 5,369 ―

所有株式数 
(単元) 

― 18,613 11,706 335,059 4,830 792 143,276 514,276 269

所有株式数 
の割合(％) 

― 3.62 2.28 65.15 0.94 0.15 27.86 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

ユニオンホールディングス株式
会社 

東京都板橋区志村 24,900 48.42

オメガプロジェクト・ホールデ
ィングス株式会社 

東京都渋谷区恵比寿 6,700 13.03

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜 1,128 2.19

武井悦子 東京都港区南麻布 800 1.56

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町 648 1.26

株式会社ＵＳＳキャピタル 東京都千代田区紀尾井町 632 1.23

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町 518 1.01

平井千惠 大阪府豊中市北条町 500 0.97

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社東京支店） 

FLEET STREET LONDON U.K
（東京都港区六本木） 

481 0.94

計 ― 36,309 70.60



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が459,200株（議決権4,592個）含まれてお

ります。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式50株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

51,427,600 
514,276

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

単元未満株式 普通株式 269 ― 同 上 

発行済株式総数 51,427,869 ― ― 

総株主の議決権 ― 514,276 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

――― ――― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しており、当該制度の内容は下記のとおりでありま

す。 

① 旧商法280条ノ20および280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

 （平成17年９月１日臨時株主総会決議） 

  
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は100株とする。なお、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）

後、当社が当社普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、（１株

未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されてい

ない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

     整後後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割をおこなう場合、当社は必要と認める付与株式数の調整を行うものとする。 

２ 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株あたりの払込

金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とする。行使価格は、発行日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く）におけるジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金

額（１円未満の端数は切り上げる）とする。 

  但し、その金額が発行日の前日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値（当日に終値がない場合は、これ

に先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。 

  なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上記行使価額は分割または併合の比率に応じ次の

算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  また時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）が行われる場合、上

記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

決議年月日 平成17年９月１日

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役  ７名
当社監査役  ３名 
  計    10名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 135,000株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 21,000円（１株あたり210円）（注２）

新株予約権の行使期間 平成20年５月27日から平成22年９月９日まで

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、
権利行使の際に、当社及び当社関係会社の取締役、執行役員、監査
役、顧問および従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満
了による退任、定年退職、転籍、その他正当な理由があると認めた
場合は、この限りでない。 
②新株予約権者の権利行使期間内の死亡の場合には新株予約権者の相
続人は、新株予約権を相続する。 
③その他の権利行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところに
よる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株あたり行使金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



② 会社法238条の規定に基づく特別決議による新株予約権 

 （平成18年６月29日定時株主総会決議） 

  
(注) １ 付与対象者の区分および人数の詳細は、当定時株主総会後の取締役会で決議する予定です。 

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は100株とする。なお、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）

後、当社が当社普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、（１株

未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されてい

ない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

     整後後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割をおこなう場合、当社は必要と認める付与株式数の調整を行うものとする。 

３ 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株あたりの払込

金額（以下、「行使価額」という。）に行使株式数を乗じた金額とする。行使価格は、発行日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く）におけるジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金

額（１円未満の端数は切り上げる）とする。 

  但し、その金額が発行日の前日のジャスダック証券取引所における当社株式普通取引の終値（当日に終値がない場合は、

これに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。 

  なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ次の算式

により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  
  また時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）が行われる場合、上

記行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数 
当社ならびに当社関係会社の取締役、執行役員、監査役、顧問および従
業員（注１） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 2,600,000株を上限とする。(注２)

新株予約権の行使時の払込金額 (注３) 

新株予約権の行使期間 平成18年７月10日から平成23年７月９日まで

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、
権利行使の際に、当社及び当社関係会社の取締役、執行役員、監査
役、顧問および従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満
了による退任、定年退職、転籍、その他正当な理由があると認めた
場合は、この限りでない。 
②新株予約権者の権利行使期間内の死亡の場合には新株予約権者の相
続人は、新株予約権を相続する。 
③その他の権利行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところに
よる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株あたり行使価額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成18年６月29日現在 

(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締

役会の決議によって自己の株式を取得することができる」旨を定款に定めております。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社におきましては、財務体質を強化し、将来の積極的な事業展開と経営環境の急激な変化に備えて経営基盤の強

化と株主資本利益率の向上に努めるとともに、安定的な配当を行っていくことを基本的な方針としております。な

お、ここ数年来業績不振のため無配であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるもので第43期は( )表示をしており、平成16年12月13

日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円) 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 905 648 729 (950)730 900

最低(円) 600 395 433 (480)500 118

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 424 364 388 334 241 209

最低(円) 337 244 283 207 118 151



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(百株) 

代表取締役 

社長 
  倉 岡 慶 邦 昭和17年10月26日生 

平成７年２月 日本電信電話株式会社横須賀支店

長 

10 

平成９年６月 当社入社、取締役 

平成９年７月 取締役経理部長 

平成11年５月 取締役経理部長兼営業本部長 

平成13年４月 取締役営業本部長兼経理部長 

平成13年６月 常務取締役営業本部長兼経理部長 

平成14年３月 常務取締役事業推進本部長兼経理

部長 

平成15年６月 常務取締役事業推進本部長兼経理

部長兼関連企業室管掌 

平成15年６月 TTGスタッフサービス株式会社代

表取締役社長 

平成16年３月 常務取締役東日本統括本部事業推

進本部長兼経理部長 

平成17年１月 常務取締役経理部長兼SI事業本部

管掌 

平成17年６月 常務取締役経理部長兼総務部長 

平成17年11月 常務取締役経理部長 

平成18年３月 TTGスタッフサービス株式会社代

表取締役社長辞任 

平成18年４月 取締役社長補佐・IR担当兼NTT営

業推進室長 

平成18年５月 代表取締役社長(現任) 

常務取締役 

企画・IR担当 

モバイル＆ネッ

ト事業本部管掌 

NTT営業推進室

長 

千代反田  学 昭和22年７月23日生 

平成11年４月 東日本電信電話株式会社越谷営業

支店長 

― 

平成14年５月 当社入社、事業推進本部担当部長 

平成16年３月 東日本統括本部事業推進部営業部

長 

平成17年１月 第一開拓営業部担当部長 

平成17年４月 理事経営企画部長 

平成17年６月 取締役経営企画部長兼考査室長 

平成17年10月 取締役経営企画部長 

平成18年４月 取締役企画・経理担当 

平成18年５月 常務取締役企画・IR担当兼NTT営

業推進室長(現任) 

常務取締役 
  

  
木 﨑 俊 秀 昭和16年４月16日生 

昭和40年４月 日本電信電話公社入社 

― 

平成４年４月 日本電信電話株式会社関東支社副

支社長 

平成５年７月 同社理事関東支社副支社長 

平成６年７月 同社理事研究開発本部副本部長 

平成８年７月 NTTエレクトロニクス株式会社常

務取締役業務本部長 

平成13年６月 エヌ・ティ・ティ情報開発株式会

社代表取締役社長 

平成18年６月 当社入社、常務取締役 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(百株) 

取締役 財務管掌 横 濱 豊 行 昭和31年７月７日生 

昭和54年４月 大東京火災海上保険株式会社(現

社名あいおい損害保険株式会社)

入社 

― 

平成９年10月 オメガ・プロジェクト株式会社

(現社名バサラ・ピクチャーズ株

式会社)代表取締役社長 

平成10年６月 ボディソニック株式会社(現社名

オメガプロジェクト・ホールディ

ングス株式会社)代表取締役社長 

平成11年７月 スターマックス社(韓国)代表取締

役 

平成14年７月 同社取締役会長 

平成14年11月 ユニオン光学株式会社(現社名ユ

ニオンホールディングス株式会

社)代表取締役社長(現任) 

平成15年１月 株式会社ユニオンセィビング証券

(現社名株式会社USS証券)取締役

(現任) 

平成15年６月 オメガ・プロジェクト株式会社

(現社名オメガプロジェクト・ホ

ールディングス株式会社)代表取

締役会長兼社長 

平成15年６月 株式会社ファイ(現社名トランス

デジタル)代表取締役会長 

平成16年12月 株式会社サボテンパークアンドリ

ゾート代表取締役社長(現任) 

平成17年８月 永兆精密電子股份有限公司(台湾)

監査役 

平成17年９月 オメガプロジェクト・ホールディ

ングス株式会社代表取締役会長

(現任) 

平成17年９月 当社入社、取締役 

平成18年４月 取締役財務管掌(現任) 

平成18年６月 永兆精密電子股份有限公司(台湾)

取締役(現任) 

平成18年６月 KoreaTender Inc. 取締役(現任) 

取締役 SI事業本部長 前 田   眞 昭和25年５月31日生 

昭和46年４月 当社入社 

18 

平成９年６月 情報システム事業部第一システム

部長兼マルチメディア推進室次長 

平成10年４月 情報システム事業部システム統括

部長兼マルチメディア推進室次長 

平成11年４月 情報システム事業部システム統括

部長 

平成12年４月 情報システム事業部ソリューショ

ンビジネス統括部長 

平成13年４月 理事関西支店情報システム事業部

長 

平成14年３月 理事西日本支店ソリューション推

進部長 

平成17年１月 理事SI事業本部長 

平成17年６月 取締役SI事業本部長(現任) 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(百株) 

取締役 
財務担当 

総務部長 
舟 﨑   敬 昭和15年12月15日生 

昭和38年４月 日本航空株式会社入社 

― 

昭和62年11月 株式会社伊豆シャボテン公園取締

役副社長 

平成元年12月 株式会社伊豆センチュリーパーク

代表取締役社長 

平成８年２月 株式会社伊豆シャボテン公園代表

取締役社長 

平成10年６月 コーストウェイズ株式会社代表取

締役社長(現任) 

平成17年２月 オメガ・プロジェクト株式会社

(現社名オメガプロジェクト・ホ

ールディングス株式会社)監査役 

平成17年９月 当社入社、取締役財務・IR担当 

平成17年11月 取締役総務部長 

平成18年４月 取締役財務担当兼総務部長(現任) 

取締役 
モバイル＆ネッ

ト事業本部長 
真 鳥 幸 雄 昭和26年９月22日生 

昭和49年４月 当社入社 

― 

平成13年４月 通信システム事業本部モバイルシ

ステム部担当部長 

平成13年11月 通信システム事業本部技術部担当

部長 

平成14年３月 ソリューション推進本部担当部長 

平成14年４月 ソリューション推進本部本部長輔

佐 

平成16年３月 東日本統括本部ソリューション推

進本部本部長輔佐 

平成17年１月 NI事業本部NI事業部担当部長 

平成18年３月 NI事業本部担当部長(営業統括) 

平成18年４月 モバイル＆ネット事業本部担当部

長(営業統括) 

平成18年５月 モバイル＆ネット事業本部長 

平成18年６月 取締役モバイル＆ネット事業本部

長(現任) 

取締役 

モバイル＆ネッ

ト事業本部副本

部長 

北 田   孝 昭和22年７月20日生 

平成11年３月 東日本電信電話株式会社埼玉支店

法人営業部担当課長 

― 

平成13年４月 当社入社、通信システム事業本部

モバイルシステム部担当課長 

平成13年10月 通信システム事業本部モバイルシ

ステム部担当部長心得 

平成13年11月 通信システム事業本部技術部担当

部長心得 

平成14年３月 ソリューション推進本部担当課長 

平成14年５月 営業本部担当課長 

平成16年３月 東日本統括本部事業推進本部営業

部担当課長 

平成16年４月 東日本統括本部事業推進本部営業

部担当部長 

平成17年１月 NI事業本部事業推進部担当部長 

平成18年４月 モバイル＆ネット事業本部副本部

長 

平成18年６月 取締役モバイル＆ネット事業本部

副本部長(現任) 



  

（注） 監査役村上東哲及び諸橋裕は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(百株) 

常勤監査役   川野辺 一 清 昭和14年９月７日生 

昭和62年７月 日本電信電話株式会社ネットワー

クシステム開発センタ情報通信シ

ステム部長 

30 

平成元年４月 当社入社、情報システム事業部調

査役 

平成元年６月 取締役情報システム事業部長 

平成７年６月 常務取締役情報システム事業部長 

平成12年３月 常務取締役経営革新担当兼SQC推

進室長兼社内ネットワーク推進室

長 

平成13年６月 常勤監査役(現任) 

監査役   岩 崎   武 昭和15年５月２日生 

平成５年２月 日本電信電話株式会社川口支店設

備部長 

10 

平成７年４月 当社入社、通信システム事業本部

担当部長 

平成11年６月 取締役通信システム事業本部ネッ

トワーク工事管理室長 

平成13年６月 監査役(現任) 

監査役   村 上 東 哲 昭和42年12月24日生 

平成元年４月 株式会社大倉商事入社 

― 

平成13年９月 オメガピクチャーズ株式会社取締

役(現任) 

平成17年６月 ユニオンホールディングス株式会

社監査役(現任) 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

監査役   諸 橋   裕 昭和53年４月９日生 

平成15年４月 オメガ・プロジェクト株式会社

(現社名オメガプロジェクト・ホ

ールディングス株式会社)入社 
― 

平成18年４月 同社経営企画室担当執行役員(現

任) 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

計 68 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(イ) 会社の経営上の意思決定、執行および監督にかかる経営管理組織その他コーポレートガバナンス体制の状況 

コーポレートガバナンスは、変動する社会、経済環境に対応し機動性のある柔軟な経営にあたり、経営の健全性

の向上を図ること及び経営の基本方針を大過なくかつ公明に執り行うために必要不可欠なものであり、当社経営上

の最重要項目と位置付けております。このために当社は、監査法人や社外契約弁護士及び各種専門家の方々から経

営及び日常業務に関して適宜助言・提言等を頂ける体制を構築しております。 

取締役会につきましては、月１回開催の定例取締役会のほか、機動性を重視し、必要に応じて臨時取締役会を開

催し、経営に関する重要事項を決定すると共に、業務執行の状況を把握する体制となっております。また、経営戦

略等の審議・進捗・意思決定の迅速化を図るために経営会議を開催しております。 

会計監査人である監査法人つばきとは監査契約を締結し、正しい経営情報を提供し、公正普遍な立場から監査が

実施される環境を整備しており、また社外契約弁護士には法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受け

ております。 

業務執行については各事業計画を取締役会で決議し、経営会議および取締役会で報告を行っております。 

監督・監査の方法については、社外取締役、社外監査役による取締役会の監督を行うと同時に、監査法人や社外

契約弁護士及び各種専門家の方々から経営及び日常業務に関して適宜助言・提言を頂ける体制を構築しておりま

す。 

内部統制システムの基本的な考え方としましては、取締役等の業務執行の適格性およびコンプライアンスについ

て、監査役および会計監査人ならびに社外契約弁護士等からの助言・提言により監査・監督を行ってきました。今

後についても、内部統制システム構築の基本方針として、倫理規程をはじめとするコンプライアンス体制にかかる

規程を役職員が法令・定款を遵守した行動をとるための行動規範とし、その周知徹底を図ってまいります。 

これまで、経営者の経営に対する基本方針やその遵守の姿勢を明確にするため、経営方針、経営・事業・行動ビ

ジョンを策定し、また行動規範として倫理要綱を制定し、周知徹底してきました。 

業務執行フレームワークとなる経営組織については、組織規程及びその業務分掌により明確しに、その実行にあ

たっては、職務権限規程により、企業構成員の役割を明確にしています。更に、業務執行はＩＳＯ規程による各プ

ロセス及び各手順により、実施責任者と承認者を明確にしています。 

取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には直ちに監

査役に報告するものとし、遅滞なく経営会議において報告するものとしています。法令違反その他のコンプライア

ンスに関する事実についての社内報告体制として、内部通報規程を設け、内部監査人を直接の情報受領者とする通

報制度による運用を行っています。監査役は当社の法令違反監視体制及び内部通報システムの運用に問題があると

認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることが出来るものとしています。 

情報管理体制としては、文書管理規程に従い、取締役等の職務執行に関わる情報を文書または電磁的媒体の文書

等に記録し、保存しております。取締役及び監査役並びに内部監査人は、文書管理規程により、これらの文書を閲

覧できるものとし、また情報開示の観点から、情報漏洩や開示即時性に対する管理を総務部にて徹底しておりま

す。 

リスク管理体制の整備として、当社の業務執行に係わるリスクとして、「人身事故」、「情報漏洩」、「重大な

設備事故（ソフト開発含む）」を認識し、その把握と管理、個々のリスクについての管理責任者についての体制を

整え、リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築します。 

不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チーム及び社外契約弁護士等

を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整

えることとします。 

さらに、社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、内部統制システムの構築・維持・向上を推進するととも

に、その下部体制としてコンプライアンス統括担当を設け、コンプライアンス体制の整備及び維持を図ることとし



ます。 

必要に応じて各担当部署にて、規則・ガイドラインの策定、研修の実施を行うものとします。 

今後、これらのシステム構築を効率的に推進し、効果的に動いているかを含め、内部監査室等によるチェック機

能を強化し、適宜外部の有識者に確認・助言を頂くこととしております。 

  

(ロ) 役員報酬および監査報酬 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬および監査法人に対する監査報酬は以下のとお

りであります。 

役員報酬の内容 

 取締役の年間報酬総額     111,410千円 

 監査役の年間報酬総額     18,819千円 

上記の役員報酬には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額、利益処分による役員賞与および株主総会決議に基

づく役員退職慰労金は含まれておりません。 

監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬     13,790千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

なお、会計監査の状況につきましては次のとおりであります。 

(1) 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

徳富良雄(監査法人つばき)(監査年数18年) 

黒崎正敏(監査法人つばき) 

(2) 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士３名 

  



なお、コーポレート・ガバナンス体制の概要は次のとおりです。 

   
  

（ハ） 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係 

社外取締役および社外監査役に関して、該当事項はありません。 

  

（ニ） 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

最近１年間において取締役会は20回、経営会議は９回開催し、それぞれ当社の業務遂行を決定し、重要な案件を協

議しております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)

に準じて記載しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)により作成してお

ります。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の訂正後の連結財務諸表及び財務諸表につ

いて、監査法人つばきにより、監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産      

   現金預金    677,018 169,262 

   受取手形・売掛金    1,730,382 1,243,080 

   完成工事未収入金    1,835,106 1,602,733 

   未成工事支出金    909,243 260,528 

   たな卸資産    319,798 366,801 

   前払費用    90,903 85,981 

   未収入金    58,993 257,344 

   その他流動資産    185,176 388,243 

   貸倒引当金    △109,629 △25,274 

   流動資産合計    5,696,993 80.7 4,348,703 75.8

Ⅱ 固定資産      

 １ 有形固定資産 ※1    

    建物・構築物 ※2  145,414 131,579 

    車両運搬具    169 169 

    工具器具備品    81,002 63,365 

    土地 ※2  98,000 98,000 

   有形固定資産合計    324,585 4.6 293,113 5.1

 ２ 無形固定資産      

        ソフトウェア仮勘定    141,960 ― 

    その他無形固定資産    92,197 82,891 

   無形固定資産合計    234,157 3.3 82,891 1.4

 ３ 投資その他の資産      

    投資有価証券 ※3  540,284 575,442 

    長期前払費用    138 ― 

    前払年金費用    2,394 2,760 

    その他投資等    264,602 236,180 

   投資その他の資産合計    807,419 11.4 814,383 14.2

   固定資産合計    1,366,163 19.3 1,190,388 20.7

Ⅲ 繰延資産      

   新株発行費    ― 199,656 

   繰延資産合計    ― ― 199,656 3.5

   資産合計    7,063,157 100.0 5,738,748 100.0

       



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債      

   支払手形    671,995 190,668 

   工事未払金    1,662,191 1,151,982 

   買掛金    681,595 601,793 

   短期借入金 ※2  3,230,159 1,670,000 

   １年以内に返済予定の 
   長期借入金 

   645,156 120,000 

   １年以内に償還予定の 
   社債 

   100,000 100,000 

   未払金    178,736 169,253 

   未払消費税等    187,572 ― 

   未払法人税等    2,309 12,030 

   未払費用    327,196 62,362 

   未成工事受入金    244,676 131,882 

   賞与引当金    205,828 70,000 

   完成工事補償引当金    7,501 5,806 

   その他流動負債    91,214 58,023 

   流動負債合計    8,236,134 116.6 4,343,803 75.7

Ⅱ 固定負債      

   社債    200,000 100,000 

   長期借入金 ※2  240,028 90,000 

   退職給付引当金    1,362,996 1,043,696 

   役員退職給与引当金    62,946 ― 

   繰延税金負債    20,642 44,637 

   固定負債合計    1,886,614 26.7 1,278,333 22.3

   負債合計    10,122,748 143.3 5,622,137 98.0

       

(資本の部)      

Ⅰ 資本金    312,000 4.4 2,852,219 49.7

Ⅱ 資本剰余金    162,000 2.3 2,613,949 45.6

Ⅲ 利益剰余金    △3,563,825 △50.4 △5,415,057 △94.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金    30,339 0.4 65,605 1.1

Ⅴ 自己株式 ※4  △105 △0.0 △105 △0.0

   資本合計    △3,059,591 △43.3 116,611 2.0

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

   7,063,157 100.0 5,738,748 100.0

        



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高      

   完成工事高   7,722,860 6,267,093   

   情報システム事業売上高   6,269,321 13,992,181 100.0 5,496,123 11,763,217 100.0

Ⅱ 売上原価      

   完成工事原価   7,302,468 6,588,325   

   情報システム事業 
   売上原価 

  5,238,386 12,540,855 89.6 4,941,716 11,530,041 98.0

  売上総利益      

   完成工事総利益又は完成 
工事総損失（△） 

  420,391 △321,231   

   情報システム事業総利益   1,030,934 1,451,326 10.4 554,407 233,175 2.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  1,596,645 11.4 1,374,890 11.7

   営業損失    145,319 1.0 1,141,715 9.7

Ⅳ 営業外収益      

   受取利息   18 1,287   

   受取配当金   3,644 2,339   

   持分法による投資利益   2,898 ―   

   貸倒引当金戻入額   14,121 15,448   

   雑収入   22,610 43,292 0.3 64,086 83,161 0.7

Ⅴ 営業外費用      

   支払利息   124,829 131,547   

   新株発行費償却   ― 99,828   

   雑支出   28,610 153,440 1.1 67,349 298,725 2.5

   経常損失    255,467 1.8 1,357,279 11.5



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益      

   役員退職給与引当金 
   戻入益 

  ― 62,946   

   前期損益修正益 ※3 ― 15,702   

   固定資産売却益 ※2 174,156 ―   

   投資有価証券売却益   13,032 3,640   

   ゴルフ会員権売却益   ― 187,189 1.3 3,545 85,834 0.7

Ⅶ 特別損失      

   特別退職金 ※4 ― 613,029   

   子会社整理損   ― 20,531   

   貸倒損失   5,543 5,935   

   投資有価証券売却損   ― 4,063   

   投資有価証券評価損   ― 4,000   

   貸倒引当金繰入額   35,421 3,460   

      ゴルフ会員権売却損   ― 40,964 0.3 200 651,221 5.5

   税金等調整前当期純損失    109,242 0.8 1,922,665 16.3

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  2,817 12,497   

   法人税等調整額   69 2,887 0.0 69 12,567 0.2

   当期純損失    112,129 0.8 1,935,232 16.5

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   162,000 162,000

Ⅱ 資本剰余金増加高   

 １ 第三者割当による 
   新株式の発行 

  ― 2,245,000

 ２ 新株予約権の行使による 
   新株式の発行 

  ― ― 290,949 2,535,949

Ⅲ 資本剰余金減少高   

 １ 欠損補填による取崩額    ― 84,000

Ⅳ 資本剰余金期末残高   162,000 2,613,949

    

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △3,451,695 △3,563,825

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 １ 資本剰余金取崩しによる 
   増加高 

  ― 84,000

Ⅲ 利益剰余金減少高   

 １ 当期純損失   112,129 1,935,232

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △3,563,825 △5,415,057

     



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

   税金等調整前当期純損失 △109,242 △1,922,666

   減価償却費 91,659 62,247

   繰延資産償却額 15,400 99,828

   特別退職金 ― 613,029

   連結調整勘定償却額 3,843 3,843

   投資有価証券評価損 ― 4,000

   固定資産除却損 5,004 6,702

   貸倒引当金の増加額(又は減少額(△)) △56,264 84,355

   賞与引当金の増加額(又は減少額(△)) 765 △135,828

   役員退職給与引当金の減少額 ― △62,946

   退職給付引当金の増加額(又は減少額(△)) 117,877 △319,300

   その他負債性引当金の減少額 △48 △1,695

   受取利息及び受取配当金 △3,662 △3,626

   支払利息 124,829 131,547

   持分法による投資損失(又は利益(△)) △2,898 17,186

   投資有価証券売却益 △13,032 △3,640

   固定資産売却益 △174,156 ―

   売上債権の減少額 1,394,407 719,674

   たな卸資産の減少額(又は増加額(△)) △300,941 601,712

   その他流動資産の減少額(又は増加額(△)) 55,054 △232,903

   仕入債務の減少額 △370,188 △1,071,338

   未払金の増加額(又は減少額(△)) 322,785 △274,316

   その他流動負債の増加額(又は減少額(△)) 131,363 △211,473

      その他 180,315 △262,952

   小計 1,412,870 △2,158,560

   利息及び配当金の受取額 3,662 3,626

   利息の支払額 △110,838 △131,547

   特別退職金 ― △613,029

   法人税等の支払額 △2,136 △2,776

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,303,558 △2,902,286

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

   有形固定資産の取得等による支出 △20,089 △25,831

   有形固定資産の売却等による収入 1,130,096 ―

   無形固定資産の取得等による支出 △9,102 △10,669

   無形固定資産の売却等による収入 ― 405

   投資有価証券の取得等による支出 △16,080 △6,069

   投資有価証券の売却等による収入 27,080 8,644

   貸付による支出 △38,388 △28,754

   貸付金の回収による収入 6,694 70,521

   連結の範囲の変更に伴う子会社株式の売却 
   による支出 

※2 ― △145,860

   その他投資等の減少額(又は増加額(△)) △81,272 8,876

   投資活動によるキャッシュ・フロー 998,937 △128,658



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

   短期借入れによる収入 1,299,883 1,560,000

   短期借入金の返済による支出 △1,807,590 △3,135,960

   長期借入れによる収入 ― 110,000

   長期借入金の返済による支出 △771,511 △687,966

   社債の償還による支出 △1,052,000 △100,000

   新株予約権の発行による収入 ― 1,600

   新株の発行による収入 ― 4,775,514

   財務活動によるキャッシュ・フロー △2,331,217 2,523,187

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △28,721 △507,756

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 705,740 677,018

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 677,018 169,262
    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 当社グループ(当社及び当社の関連会社)は、大幅な赤

字を出した前期の反省に立ち、連結財務諸表提出会社で

ある当社は、業務実施体制の見直し、受注から完成まで

一貫した実行予算管理の整備を推進するとともに、生産

性の向上、工事材料調達の見直し、外注費圧縮の取組強

化により収益確保に努めました。また、資金の外部流出

の抑制、入金サイトの短縮にも取り組んでまいりまし

た。経常損失については前期に比し損失幅が大幅に縮小

し、また営業キャッシュ・フローがプラスに転じたもの

の、平成15年３月期より３期継続して営業損失、経常損

失、平成14年３月期より４期連続して当期純損失とな

り、また、引き続き債務超過状態であるため継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 当該状況を解消すべく当社は、過少資本による脆弱な

財務基盤の改善、技術の進展に見合った直営技術力の向

上と生産性の向上、労務費の削減、営業活動の充実等を

推進して、利益の確実な確保に努めるとともに、新たな

る必要な資金の確保をするよう計画をしております。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 

 当社グループは、５期連続して当期純損失を計上して

おり、継続企業の前提に重要な疑義が存在しておりま

す。 

これを解消すべく資金面で当連結会計年度に２回の第三

者割当増資ならびに新株予約権（第三者割当）を、また

平成18年４月18日には無担保転換社債型新株予約権付社

債（20億円）の発行を実施し財務基盤の強化をはかりま

した。これにより債務超過状態は回避されました。 

 財務基盤の強化を果たした後の再出発に際し、経営の

健全性を確保すべくあらゆる要因等を社外の有識者・専

門家主体の特別調査委員会で究明し改善をはかっている

ところであります。 

 一方、営業活動につきましては、工事部門における従

来型の交換設備工事、有線ＬＡＮ敷設工事から移動体通

信工事（基地局、ビル内アンテナ）、保守およびモバイ

ル・無線ＬＡＮシステム系構築等に重点を移しつつ、更

なる受注拡大を目指し、また情報部門においては金融・

財務・流通・旅行等のソフトの受託開発における売上拡

大に努める一方で、当分野での強みを生かし顧客ニーズ

を先取りしたソリューション提案を積極的に行うなど活

発な活動を続けた結果、工事部門、情報部門共に業界大

手との基本契約締結交渉が進捗を見せ、また多種多様な

ネットワーク環境に対応できる次世代プラットフォーム

開発に向け共同事業に参画すべく大手企業と協議中であ

り、今後業績回復が期待できる環境が整いつつありま

す。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社    ― ３社 

          ㈱アイテック 

          ㈱ツヅキアクト

システム 

          都築通信技術プ

ロコム㈱ 

――― 

  

前連結会計年度において連結子会社と

して㈱アイテック、㈱ツヅキアクトシ

ステム、㈱プロコム(旧都築通信技術

プロコム㈱)を適用しておりました

が、当連結会計年度において株式の譲

渡を行ったため該当しなくなりまし

た。 

なお、連結子会社の株式を譲渡するま

での期間の損益を基にして、連結財務

諸表を作成しております。 

  非連結子会社   ― １社 

          TTGスタッフサ

ービス㈱ 

非連結子会社は、小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

――― 

  

前連結会計年度において非連結子会社

としてTTGスタッフサービス㈱を適用

しておりましたが、当連結会計年度に

おいて株式の譲渡を行ったため該当し

なくなりました。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社  ― １社 

          ジャストエンジ

ニアリング㈱ 

――― 

  

前連結会計年度において持分法適用会

社としてジャストエンジニアリング㈱

を適用しておりましたが、当連結会計

年度において株式の譲渡を行ったため

該当しなくなりました。 

  持分法非適用会社 非連結子会社１社 

          TTGスタッフサ

ービス㈱ 

         関連会社 ２社 

          協都通信㈱ 

          ㈱光テレホニイ 

持分法非適用会社 関連会社 ２社 

          協都通信㈱ 

          ㈱光テレホニイ 

  

  持分法非適用会社は、それぞれ連結純

損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除

外しております。 

持分法非適用会社は、それぞれ連結純

損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除

外しております。 

なお、前連結会計年度において持分法

非適用非連結子会社としてTTGスタッ

フサービス㈱を適用しておりました

が、当連結会計年度において株式の譲

渡を行ったため該当しなくなりまし

た。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算

日は一致しております。 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

たな卸資産…主として個別法による原

価法 

有価証券 

その他有価証券   

時価の 
 あるもの 

…決算期末日の市
場価格等に基づ
く時価法(評価差
額は全部資本直
入法により処理
し、売却原価は
主として移動平
均法により算定
している) 

時価の 
 ないもの 

…主として移動平
均法による原価
法 

たな卸資産…  同左 

  

有価証券 

その他有価証券     

同左 

 (2) デリバティブ取引によ

り生ずる債権及び債務 

時価法 同左 

 (3) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

 ①定率法によっております。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によっており

ます。 

 ②有形固定資産の取得価額10万円以

上20万円未満のものについては、

３年間で均等償却する方法を採用

しております。 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づいております。 

無形固定資産 

同左 

  社債発行費 

 商法施行規則に定められている最長

期間(３年間)に均等償却しておりま

す。 

――― 

  

  ――― 新株発行費 

商法施行規則に定められている最長期

間(３年間)に均等償却しておりま

す。 

  長期前払費用 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

長期前払費用 

同左 

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当

期に見合う分を計上しております。 

賞与引当金 

同左 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

会計基準変更時差異については、15年

による按分額を費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる按分額を定額法により、それぞれ

発生の翌連結会計年度より費用処理し

ております。 

退職給付引当金 

同左 
  

  役員退職給与引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、親会社の役員退職慰労金内規に基

づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

役員退職給与引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

 当連結会計年度末に至る１年間の完

成工事高の見積補償額に基づいて計上

しております。 

完成工事補償引当金 

同左 

  

 (5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

  

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却し

ております。 

同左 

  

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計期間に

おいて確定した利益処分に基づいて作

成しております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資でありま

す。 

同左 



会計処理の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――  固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第6号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が14,291千円増加

し、営業利益及び経常利益が14,291千円減少、税金等調

整前当期純損失が14,291千円増加しております。 

――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 585,899千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 542,132千円

※２ 担保資産 

   長期借入金及び短期借入金の担保として借入先銀

行に供しているものは、次のとおりであります。 

建物 71,402千円 (帳簿価格)

土地 98,000千円 (  〃  )

計 169,402千円 (帳簿価格)

※２          ――― 

    

※３ 非連結子会社及び関連会社に対する資産 

    投資有価証券(株式) 33,473千円

※３ 非連結子会社及び関連会社に対する資産 

   投資有価証券(株式) 4,000千円

※４ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

普通株式 50株

※４ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

普通株式 50株

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。 

給料手当 633,925千円

賞与金 36,623千円

賞与引当金繰入額 33,985千円

退職給付費用 63,094千円

法定福利費 110,235千円

地代家賃 106,873千円

減価償却費 65,498千円

※１ このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。 

給料手当 408,869千円

賞与金 44,986千円

賞与引当金繰入額 7,814千円

退職給付費用 66,282千円

法定福利費 83,654千円

地代家賃 82,185千円

減価償却費 41,838千円

※２ 固定資産売却益のうち主要なもの 

土地 70,883千円

建物 103,273千円

※２         ――― 

※３         ――― ※３ 前期損益修正益は、前期外部発注費の未検収戻入

分であります。 
※４         ――― ※４ 特別退職金は、早期希望退職者の退職金でありま

す。 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

――― 
  

現金及び預金勘定 677,018千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

―千円

現金及び現金同等物 677,018千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※２ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳 
  
    株式会社アイテック 

  
    株式会社ツヅキアクトシステム 

  
    株式会社プロコム 

  

現金及び預金勘定 169,262千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

―千円

現金及び現金同等物 169,262千円

 流動資産 248,170千円

 固定資産 12,976千円

  資産合計 261,147千円

 流動負債 307,126千円

 固定負債 ―千円

  負債合計 307,126千円

 流動資産 85,820千円

 固定資産 12,226千円

  資産合計 98,046千円

 流動負債 634,550千円

 固定負債 ―千円

  負債合計 634,550千円

 流動資産 74,200千円

 固定資産 1,505千円

  資産合計 75,706千円

 流動負債 44,275千円

 固定負債 32,750千円

  負債合計 77,025千円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    
車両 
(千円) 

  
工具・器具 
備品 
(千円) 

  
合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

  1,688  59,665  61,354

減価償却 
累計額 
相当額 

  1,688
 

52,893  54,582

期末残高 
相当額 

  0
 

6,772  6,772

工具・器具
備品 
(千円) 

取得価額
相当額 

22,888

減価償却
累計額 
相当額 

20,726

期末残高
相当額 

2,162

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 3,943千円

 １年超 3,194千円

 合計 7,138千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,439千円

１年超 1,755千円

合計 3,914千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 11,566千円

減価償却費相当額 9,942千円

支払利息相当額 615千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 3,943千円

減価償却費相当額 3,649千円

支払利息相当額 190千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 



(有価証券関係) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

(単位：千円) 

  

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 

連結決算日
における 
連結貸借対 
照表計上額 

差額 取得原価

連結決算日 
における 
連結貸借対 
照表計上額 

差額 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

    

① 株式 46,491 104,092 57,601 52,560 168,703 116,143

② 債券 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 46,491 104,092 57,601 52,560 168,703 116,143

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

① 株式 16,000 9,380 △6,620 16,000 10,100 △5,900

② 債券 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 16,000 9,380 △6,620 16,000 10,100 △5,900

合計 62,491 113,472 50,981 68,560 178,803 110,243

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券   

 ① 非上場株式 343,338 342,638 

 ② 優先株式 50,000 50,000 



(デリバティブ取引関係) 

(1) 取引の状況に関する事項 

① 取引の内容及び利用目的等 

主として親会社は、変動金利の借入金の調達資金を通常３年から５年の固定金利の借入金の調達資金に換える

ため、金利スワップ取引を行っております。 

  

② 取引に対する取組方針 

金利関連のデリバティブ取引については、現在、変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を利

用しているのみであります。 

金利情勢が変化すれば、固定金利を変動金利に変換する取引もあり得ますが、それは固定金利の長期金銭債権

債務等について、市場の実勢金利に合わせるという目的を達成する範囲で行う方針であり、投機目的の取引及び

レバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。 

  

③ 取引に係るリスクの内容 

金利関連における金利スワップ取引においては、市場金利の変動によるリスクを有しております。 

  

④ 取引に係るリスク管理体制 

金利関連のデリバティブ取引の管理は、「社内管理規定」に従い経理部が行っております。また、「社内管理

規定」において、取引権限の限度及び取引限度額等が示されております。 

なお、多額の借入金等は、取締役会の専決事項でありますので、それに伴う金利スワップ契約の締結等は同時

に取締役会で決定されることになります。 

  

(2) 取引の時価に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

① 金利関連 

(単位：千円) 

(注) １ 時価の算定方法 

金利スワップ取引…金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありま

せん。 

  

種類 

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

契約額等 
契約額等 
のうち 
１年超 

時価 評価損益 契約額等
契約額等
のうち 
１年超 

時価 評価損益

金利スワップ取引       

受取固定・支払変動 513,300 188,000 △1,992 △1,992 60,000 ― △111 △111

合計 513,300 188,000 △1,992 △1,992 60,000 ― △111 △111



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   提出会社都築通信技術㈱は、確定給付型の制度と

して、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けております。また、従業員の退

職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

   なお、昭和42年８月から退職一時金制度の一部に

ついて適格退職年金制度を採用しております。 

   当連結会計年度においては、連結子会社中１社

は、退職一時金制度を設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   提出会社㈱ＴＴＧは、確定給付型の制度として、

厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時

金制度を設けております。また、従業員の退職等に

際して割増退職金を支払う場合があります。 

   なお、昭和42年８月から退職一時金制度の一部に

ついて適格退職年金制度を採用しております。 

   当連結会計年度においては、連結子会社中１社

は、退職一時金制度を設けております。 
２ 退職給付債務に関する事項 

(単位：千円) 

   (注) 年金資産以外に東京都電設工業厚生年金基

金の厚生年金基金が3,533,520千円ありま

す。 

イ 退職給付債務 3,480,594
ロ 年金資産 △507,231

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 2,973,362
ニ 会計基準変更時差異の 
  未処理額 

△1,069,808

ホ 未認識数理計算上の差異 △542,952
ヘ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額) 

―

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

1,360,602

チ 前払年金費用 2,394

リ 退職給付引当金(ト＋チ) 1,362,996

２ 退職給付債務に関する事項
(単位：千円) 

   (注) 年金資産以外に東京都電設工業厚生年金基

金の厚生年金基金が3,809,531千円ありま

す。 

イ 退職給付債務 2,275,647
ロ 年金資産 △260,858

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 2,014,788
ニ 会計基準変更時差異の
  未処理額 

△672,837

ホ 未認識数理計算上の差異 △301,015
ヘ 未認識過去勤務債務
  (債務の減額) 

―

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

1,040,936

チ 前払年金費用 2,760

リ 退職給付引当金(ト＋チ) 1,043,696

３ 退職給付費用に関する事項 
(単位：千円) 

   (注) 厚生年金基金に対する拠出額122,698千円

が含まれております。 

イ 勤務費用 164,436

ロ 利息費用 109,159

ハ 期待運用収益 △14,356
ニ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額 

106,980

ホ 数理計算上の差異の 
  費用処理額 

16,288

ト 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 

382,507

３ 退職給付費用に関する事項
(単位：千円) 

   (注) 厚生年金基金に対する拠出額149,208千円

が含まれております。 

イ 勤務費用 162,480

ロ 利息費用 69,212

ハ 期待運用収益 △12,176
ニ 会計基準変更時差異の
  費用処理額 

77,274

ホ 数理計算上の差異の
  費用処理額 

30,497

ト 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 

327,287

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
イ 退職給付見込額の 
  期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 2.5％ 

ハ 期待運用収益率 3.0％ 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 15年 

  (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
   定の年数による按分額を費用処理する方法。 
   ただし、翌連結会計年度から費用処理するこ 
   ととしております。) 
ホ 会計基準変更時差異の 
  処理年数 

主として15年で
あります。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
イ 退職給付見込額の
  期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 2.5％ 

ハ 期待運用収益率 3.0％ 

ニ 数理計算上の差異の処理年数15年 

 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 
   定の年数による按分額を費用処理する方法。 
   ただし、翌連結会計年度から費用処理するこ 
   ととしております。) 
ホ 会計基準変更時差異の
  処理年数 

主として15年で 
あります。 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

  未払事業税否認 9,633千円

  賞与引当金損金算入限度 
  超過額 

80,980 〃

  退職給付引当金その他 373,768 〃

  退職給付引当金損金算入 
  限度超過額 

278,256 〃

  役員退職慰労引当金 25,486 〃

  繰越欠損金 663,770 〃

  評価性引当額 △1,431,893 〃

  繰延税金資産合計 ―千円

  その他有価証券評価差額金 △20,642 〃

  繰延税金負債合計 △20,642千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

 未払事業税否認 5,949千円

 賞与引当金損金算入限度
  超過額 

28,343 〃 

 退職給付引当金損金算入
  限度超過額 

421,475 〃 

 繰越欠損金 2,391,868 〃 

 その他 4,032 〃 

 評価性引当額 △2,851,668 〃 

 繰延税金資産合計 ―千円

 その他有価証券評価差額金  △44,637千円

 繰延税金負債合計 △44,637千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  当連結会計年度は税金等調整前当期純損失であった

ため記載しておりません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  当連結会計年度は税金等調整前当期純損失であった

ため記載しておりません。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

  
(注) １ 事業区分の方法 

  事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 
２ 各事業区分に属する主要な内容 
  (1) 電気通信設備工事等建設事業……通信機械工事、伝送無線工事、電気工事並びにこれらに関連する事業 
  (2) 情報システム事業…………各種コンピュータのソフトウェアの設計・作成及び運用等の業務 
３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(781,310千円)の主なものは、
親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 従来、配賦不能営業費用として消去又は全社の項目に含めていた営業支援に関わるスタッフ費用等を、当連結会計年度よ
り利益責任を明確にするため、各事業区分の売上高に応じて配賦する方法に変更しました。 

  この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業費用の額は「電気通信設備工事等建設事業」が
640,329千円「情報システム事業」が175,005千円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

  
  当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
(注) １ 事業区分の方法 

  事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 
２ 各事業区分に属する主要な内容 
  (1) 電気通信設備工事等建設事業……通信機械工事、伝送無線工事、電気工事並びにこれらに関連する事業 
  (2) 情報システム事業…………各種コンピュータのソフトウェアの設計・作成及び運用等の業務 
３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(931,869千円)の主なものは、
親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  
電気通信設備 
工事等建設事業 
(千円) 

情報システム
事業(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益      
  売上高      
 (1) 外部顧客に対する売上 
   高 

7,722,860 6,269,321 13,992,181 ― 13,992,181 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 7,722,860 6,269,321 13,992,181 ― 13,992,181 

  営業費用 7,942,798 5,413,392 13,356,190 781,310 14,137,501 
  営業利益又は 
  営業損失(△) 

△219,938 855,929 635,991 (781,310) △145,319 

Ⅱ 資産・減価償却費 
  及び資本的支出 

     

 (1) 資産 3,523,621 2,904,544 6,428,165 634,991 7,063,157 

 (2) 減価償却費 38,127 31,623 69,751 21,908 91,659 
 (3) 資本的支出 13,616 11,019 24,636 4,554 29,191 

  
電気通信設備 
工事等建設事業 
(千円) 

情報システム
事業(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益      
  売上高      
 (1) 外部顧客に対する売上 
   高 

6,267,093 5,496,123 11,763,217 ― 11,763,217 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― ― ― ― 

計 6,267,093 5,496,123 11,763,217 ― 11,763,217 

  営業費用 6,889,396 5,083,666 11,973,062 931,869 12,904,932 
  営業利益又は 
  営業損失(△) 

△622,302 412,457 △209,845 (931,869) △1,141,715 

Ⅱ 資産・減価償却費 
  及び資本的支出 

     

 (1) 資産 2,161,026 2,041,832 4,202,858 1,535,889 5,738,748 

 (2) 減価償却費 16,848 15,353 32,202 30,044 62,247 
 (3) 資本的支出 16,273 14,535 30,809 5,691 36,501 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はあ

りません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   工事請負及び機器等購入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
被所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

法人主 
要株主 

都築電気 
㈱ 

東京都 
港区 

9,812,930 商業 
(被所有) 
直接31.7 

兼任 
１人 

工事請 
負機器 
等購入 

通信機器 
工事受託 

100,810 

完成工 
事未収 
入金 
売掛金 

40,027

法人主 
要株主 

富士通㈱ 
川崎市 
中原区 

324,625,076
情報通信 
サービス業 

(被所有) 
直接20.0 

―
工事請 
負機器 
等購入 

ソフトウェ 
ア・通信機 
器工事受託 

1,329,287 

完成工 
事未収 
入金 
売掛金 

528,716

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
被所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 

ユニオン
ホールデ
ィングス
㈱ 

東京都 
板橋区 

14,841,206

精密光学機
器製造販売
事業 
事務代行サ
ービス事業 

(被所有) 
直接48.9 

兼任 
２人 

―
資金の借入
利息の支払

300,000 
3,710 

― ― 



(１株当たり情報) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 △927円16銭 

１株当たり当期純損失 33円98銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、当期純損失であり、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 2円27銭 

１株当たり当期純損失 62円79銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、当期純損失であり、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

（１株当たり当期純損失の算定上の基礎） 

連結損益計算書上の 
当期純損失 

112,129千円 

普通株式に係る 
当期純損失 

112,129千円 

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳 

  

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均 
株式数 

3,299,950株 

（１株当たり当期純損失の算定上の基礎） 

連結損益計算書上の
当期純損失 

1,935,232千円 

普通株式に係る
当期純損失 

1,935,232千円 

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳 

  

該当事項はありません。

普通株式の期中平均
株式数 

30,820,917株 

 
――― 

 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在

株式の概要 

第１回新株予約権 

平成18年１月６日取締役会決議分。43個。 

これらの詳細については、「第４提出会社の状 

況 １株式等の状況 (２)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 



(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１. 希望退職者の募集について 

 当社は、平成17年５月23日開催の取締役会において、

安定経営の維持と競争力強化の一環として従業員構成の

適正化を図るため、平成17年４月１日現在の満年齢が50

歳以上の社員を対象に希望退職者の募集(平成17年７月

19日から平成17年７月22日までに60名)を行う決議をし

ました。 

 なお、応募者が募集人員に達した場合、退職金及び特

別加算金の総額は約950百万円程度となりますが、今後

の人件費の削減額は年間約520百万円程度を見込んでお

ります。 

２. 第三者割当による新株式の発行について 

 当社は、平成17年６月29日開催の株主総会において、

第三者割当による新株式発行に関し、下記のとおり決議

いたしましたので、お知らせいたします。また、第三者

割当増資に伴いまして、親会社、筆頭株主及び主要株主

の異動もございますので併せてお知らせいたします。 

 なお、今後の増資については事業展開並びに資金需

要、業績見直しを踏まえたうえで、慎重に検討します。 

  

Ⅰ 第三者割当による新株発行 

 １ 株式の発行要領 

  (1) 発行新株式数   普通株式9,900,000株 

  (2) 発行価額     １株につき金100円 

  (3) 発行価額の総額  990,000,000円 

  (4) 資本組入額    １株につき金50円 

  (5) 資本組入額の総額 495,000,000円 

  (6) 申込期間     平成17年７月14日(木曜日) 

  (7) 払込期日     平成17年７月15日(金曜日) 

  (8) 配当起算日    平成17年４月１日(金曜日) 

(9) 新株券交付日 本件の第三者割当増資による新

株式にかかる株券は不発行とす

る。 

  (10) 割当先及び割当株式数 

ユニオンホールディングス株式

会社9,900,000株 

  (11) 前記各号については、証券取引法による届出の

効力発行を条件とする。 

 ２ 資金の使途 

   当該第三者割当増資による資金の使途につきまし

ては、新株式発行価額の総額990百万円(予定額)か

ら発行諸費用を差し引いた全額を早期退職者の退職

金及び特別加算金に充当する予定であります。 

１．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行に

ついて 

 当社は、平成18年３月10日開催の取締役会において、

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行するこ

とを決議し、平成18年４月18日に下記のとおり同社債を

発行しております。 

Ⅰ．無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 

 １．発行要領 

(1) 社債の名称 株式会社ＴＴＧ第１回無担保転換

社債型新株予約権付社債 

(2) 社債の発行価額 額面100円につき金100円 

(3) 新株予約権の発行価額 無償とする 

(4) 社債の総額 金20億円 

(5) 各社債券の金額 金１億円の１種 

(6) 社債の利率 年2.8% 

(7) 払込期日 平成18年4月18日 

(8) 償還期限 平成20年4月18日 

(9) 割当先及び割当額  

    ユニオンホールディングス株式会社 20億円 

２．調達資金の使途 

 ネットワーク系通信設備はＩＰ化の流れの中で高

度化され、ますます複雑なシステムとなってきてお

ります。この環境に対応すべくネットワークを構築

する際に必要となるソフトウェアの設定・維持・変

更等のためのサービスを新たに事業化するために、

組織・環境整備費用、訓練費用、及び新規事業の初

期段階としての運転資金の確保、また移動体通信工

事の受注遅れが回避され、これに伴う運転資金が必

要となったことにより、手取概算額1,990百万円全額

を当該資金に充当します。 

２. 会社分割による持株会社体制への移行について 

 当社は、平成18年６月１日開催の当社取締役会におい

て、「株式会社ＴＴＧホールディングス」に商号変更

し、持株会社に移行するとともに、現在の当社の建設事

業および情報システム事業は、新設する会社（株式会社

ＴＴＧ）に継承させることを決議いたしました。 

 会社分割の概要は次のとおりであります。 

(１)目的・経緯 

当社は、４４期（平成17年度）上期に企業体質の強

化と競争力の向上をはかるためにユニオンホールデ

ィングス株式会社からの資本の導入を得て財務基盤

の強化をはかり、商号名も平成17年11月1日に「株式

会社ＴＴＧ」と改め再出発し、新体制の元で移動体

通信工事（基地局、ビル内アンテナ）、保守および

モバイル・無線ＬＡＮシステム系構築等に転換し更

なる受注拡大を目指し、また情報システム事業につ

いては金融・財務・流通・旅行等のソフトの受諾開

発における売上の拡大に努める一方で、当分野での

強みを生かしソリューション提案を積極的に行うな

ど、活発な営業活動を続けているところでありま

す。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  今後とも企業体質の強化と競争力の向上に取り組ん

でまいりますが、このたび以下の主な理由で「新設

分割」の方法により持株会社体制への移行を図るこ

とに致しました。 

主な理由 

①変化を続ける社会・経済状況への機動的対応 

②蓄積された技術力に基づく顧客サービスの充実・

向上 

これにより、当社は「株式会社ＴＴＧホールディン

グス」に商号変更し、持株会社に移行するととも

に、現在の当社の建設事業および情報システム事業

は、新設する会社（株式会社ＴＴＧ）に従来どおり

引き継がせていただくことになります。 

この体制に移行することで、当社は、持株会社とし

て、当社を取り巻く経済・社会状況や競争激化に機

敏に対応しつつ、迅速な戦略の策定・推進、一括し

た経営資金管理や経営管理を行うことが可能とな

り、他方、新設分割設立会社は、各事業に特化する

ことで、建設および情報サービスに専念することに

なるため、顧客へより充実したサービスが提供でき

る体制を築くことになります。 

(２)会社分割の要旨 

分割計画書承認取締役会    平成18年6月1日 

分割計画書承認株主総会    平成18年6月29日 

分割期日           平成18年10月2日 

分割登記           平成18年10月2日 

(３)会社分割（持株会社移行）の概要 

①分割の方式 

当社を新設分割会社とし、新設分割設立会社として

「株式会社ＴＴＧ」を設立し、これに事業を承継さ

せる新設分割であります。 

これにより当社（新設分割会社）は、平成18年10月2

日以降、持株会社となり、同日付で「株式会社ＴＴ

Ｇホールディングス」に商号変更いたします。

②株式の割当 

新設分割設立会社「株式会社ＴＴＧ」は、設立に際

して発行する普通株式6,000株のすべてを当社に割当

てます。 

③新設会社が承継する権利義務 

新設分割設立会社は、当社（新設分割会社）から、

建設事業および情報システム事業を遂行する上で必

要と判断される当該事業に係る資産・負債およびこ

れに付随する権利・義務・契約上の地位ならびにそ

の他の権利義務を承継いたします。また、新設分割

設立会社は、当社（新設分割会社）の全従業員の雇

用契約およびこれに付随する権利・義務について

も、当社から承継いたします。 

ただし、次に掲げるものは除きます。 

(イ)現金預金 

(ロ)貸付金 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ハ)関係会社株式 

(ニ)受取手形および支払手形（ただし、原因債権お

よび原因債務は継承される） 

(ホ)長期および短期借入金（私募債含む） 

(へ)租税債務（未払消費税、未払住民税、事業税、

事業所税） 

(ト)上記(イ)～(へ)に係るものについての契約 

承継する資産・負債については、平成18年3月31日現

在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、

これに分割期日までの増減を加味した上で確定しま

す。 

なお、新設分割設立会社が当社（新設分割会社）か

ら承継する債務については、免責的債務引受の方法

によるものとします。ただし、当該事業に関して生

じた預り金の返還債務については、併存的債務引受

の方法によるものとし、当社（新設分割会社）は、

新設分割設立会社と連帯して、引き続き債務を負担

するものとします。 

(４)債務履行の見込み 

当社（新設分割会社）および新設分割設立会社共

に、本件分割後も資産の額が負債の額を上回ること

が見込まれること、並びに、事業活動においても負

担する債務の履行に支障を及ぼす事態の発生は現在

のところ予想されていないことから、債務の履行の

見込みがあるものと判断しております。 

さらに、当社（新設分割会社）は、平成18年3月末時

点の短期借入金のうち、約半分を同年5月に返済ずみ

であること、また平成18年6月29日開催の定時株主総

会にて定款を変更し、新株発行による更なる資本増

強が可能となることからも、当社（新設分割会社）

の債務履行能力には問題ないと考えます。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 上記の無担保社債は銀行保証付及び適格機関投資家限定であります。 

２ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。 

３ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(千円) 

当期末残高
(千円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 

㈱ＴＴＧ 
株式会社ＴＴＧ 
第２回無担保社債 

平成15年 
３月31日 

300,000
200,000
(100,000)

0.50
無担保 
社債 

平成20年 
３月31日 

合計 ― ― 300,000
200,000
(100,000)

― ― ― 

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

100,000 100,000 ― ― ―

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 3,230,159 1,670,000 2.36 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 645,156 120,000 1.76 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

240,028 90,000 2.13 平成20年７月30日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 4,115,344 1,880,000 ― ― 

  １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金(千円) 60,000 30,000 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産      

   現金及び預金    611,409 169,262 

   受取手形    11,586 813 

   完成工事未収入金 ※１  1,822,526 1,602,733 

   売掛金 ※１  1,643,063 1,242,266 

   未成工事支出金    811,642 260,528 

   仕掛品    241,188 328,300 

   材料貯蔵品    16,773 38,501 

   短期貸付金 ※１  339,743 46,870 

   従業員短期貸付金    2,173 917 

   前渡金    234,428 331,980 

   前払費用    85,285 85,981 

   未収入金 ※１  64,877 257,344 

   工事仮払金    7,732 2,245 

   その他流動資産    19,532 6,231 

   貸倒引当金    △443,404 △25,274 

   流動資産合計    5,468,560 82.7 4,348,703 75.8

Ⅱ 固定資産      

 １ 有形固定資産      

    建物 ※３ 254,534 255,755   

    減価償却累計額   △112,369 142,164 △124,176 131,579 

    車両運搬具   3,380 3,380   

    減価償却累計額   △3,211 169 △3,211 169 

    工具器具備品   495,632 478,110   

    減価償却累計額   △425,645 69,986 △414,744 63,365 

    土地 ※３  98,000 98,000 

   有形固定資産合計    310,320 4.7 293,113 5.1

 ２ 無形固定資産      

    ソフトウェア    73,330 65,489 

    電話加入権    17,401 17,401 

   無形固定資産合計    90,732 1.4 82,891 1.4

       



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

 ３ 投資その他の資産      

    投資有価証券    450,255 571,442 

    関係会社株式    72,529 4,000 

    保険積立金    ― 1,262 

    長期前払費用    111 ― 

    前払年金費用    2,394 2,760 

    差入保証金    172,018 194,179 

    敷金    29,718      24,118 

    その他投資等    17,774 16,620 

   投資その他の資産合計    744,802 11.2 814,383 14.2

   固定資産合計    1,145,855 17.3 1,190,388 20.7

Ⅲ 繰延資産      

   新株発行費    ― 199,656 

   繰延資産合計    ― ― 199,656 3.5

   資産合計    6,614,416 100.0 5,738,748 100.0

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債      

   支払手形 ※１  745,195 190,668 

   工事未払金 ※１  1,513,101 1,151,982 

   買掛金 ※１  628,389 601,793 

   短期借入金 ※３  2,852,800 1,670,000 

   １年以内に返済予定の 
   長期借入金 

   644,450 120,000 

   １年以内に償還予定の 
   社債 

   100,000 100,000 

   未払金    172,692 169,253 

   未払消費税等    176,545 ― 

   未払法人税等    2,059 12,030 

   未払費用    326,701 62,362 

   未成工事受入金    228,310 131,882 

   新株予約権    ― 430 

   預り金    53,871 42,633 

   賞与引当金    200,000 70,000 

   完成工事補償引当金    7,501 5,806 

   その他流動負債    23,810 14,960 

   流動負債合計    7,675,428 116.1 4,343,803 75.7

Ⅱ 固定負債      

   社債    200,000 100,000 

   長期借入金 ※３  240,000 90,000 

   退職給付引当金    1,362,996 1,043,696 

   役員退職給与引当金    62,946 ― 

   繰延税金負債    20,642 44,637 

   固定負債合計    1,886,585 28.5 1,278,333 22.3

   負債合計    9,562,014 144.6 5,622,137 98.0

       



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※２  312,000 4.7 2,852,219 49.7

Ⅱ 資本剰余金      

 １ 資本準備金   162,000 2,613,949   

   資本剰余金合計    162,000 2.4 2,613,949 45.6

Ⅲ 利益剰余金      

 １ 利益準備金   62,666 ―   

 ２ 任意積立金      

    土地圧縮積立金   83,000 ―   

    別途積立金   430,000 ―   

 ３ 当期未処理損失   △4,027,497 △5,415,057   

   利益剰余金合計 ※７  △3,451,831 △52.2 △5,415,057 △94.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※６  30,339 0.5 65,605 1.1

Ⅴ 自己株式 ※５  △105 △0.0 △105 △0.0

   資本合計    △2,947,597 △44.6 116,611 2.0

   負債資本合計    6,614,416 100.0 5,738,748 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高      

   完成工事高 ※１ 7,199,001 5,692,960   

   情報システム事業売上高 ※１ 6,087,532 13,286,533 100.0 5,379,044 11,072,005 100.0

Ⅱ 売上原価      

   完成工事原価   6,870,228 6,053,152   

   情報システム事業 
   売上原価 

  5,103,959 11,974,188 90.1 4,808,366 10,861,519 98.1

  売上総利益      

   完成工事総利益又は 
   完成工事総損失(△) 

  328,772 △360,191   

   情報システム事業総利益   983,572 1,312,345 9.9 570,678 210,486 1.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

   役員報酬   64,365 129,950   

   従業員給料手当   615,850 431,626   

   賞与引当金繰入額   33,220 7,814   

   退職給付費用   61,015 45,556   

   法定福利費   100,563 75,101   

   福利厚生費   13,590 31,961   

   修繕維持費   1,049 848   

   事務用品費   18,603 14,145   

   通信交通費   113,909 86,203   

   動力用水光熱費   4,822 3,054   

   広告宣伝費   7,920 8,104   

   交際費   35,322 29,458   

   地代家賃   57,740 58,492   

   減価償却費   59,505 37,521   

   租税公課   15,749 5,442   

   事業税   14,291 11,556   

   事業所税   9,500 9,800   

   保険料   21,855 13,596   

   訓練費   7,318 7,052   

   報酬   16,128 17,257   

   電算費   2,579 3,021   

   雑費   138,080 1,412,984 10.7 190,501 1,218,068 11.0

   営業損失    100,639 △0.8 1,007,582 △9.1



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益      

   受取利息   18 1,262   

   受取配当金   3,644 2,339   

   雑収入   18,074 60,407   

   貸倒引当金戻入額   14,071 13,649   

   完成工事補償引当金 
   戻入額 

  48 35,856 0.3 1,695 79,352 0.7

Ⅴ 営業外費用      

   支払利息   117,097 122,128   

   新株発行費償却   ― 99,828   

   社債発行費償却   15,400 ―   

   雑支出   12,026 144,523 1.1 59,957 281,913 2.5

   経常損失    209,306 △1.6 1,210,142 △10.9

Ⅵ 特別利益      

    役員退職給与引当金 
    戻入益 

  ― 62,946   

    固定資産売却益 ※2 174,156 ―   

    投資有価証券売却益   13,032 3,640   

    その他 ※3 ― 187,189 1.4 3,545 70,131 0.6

Ⅶ 特別損失      

    子会社整理損 ※4 ― 267,966   

    特別退職金 ※5 ― 613,029   

    貸倒損失   5,543 5,935   

    貸倒引当金繰入額   102,331 ―   

    その他 ※6 ― 107,874 0.8 7,927 894,859 8.1

    税引前当期純損失    129,991 △1.0 2,034,869 △18.4

    法人税・住民税 
   及び事業税 

  2,637 12,357   

   法人税等調整額   ― 2,637 0.0 ― 12,357 0.1

   当期純損失    132,629 △1.0 2,047,226 △18.5

   前期繰越損失    3,894,868 3,367,831 

   当期未処理損失    4,027,497 5,415,057 

       



製造原価明細書 

ア 完成工事原価報告書 

  

(注) 当社の原価計算の方法は、個別原価計算により工事ごとに原価を材料費、労務費、外注費、経費の諸要素に分類し集計して

おります。集計された工事原価は実際原価によっておりますが、工事間接費は直接原価を配賦基準として完成工事原価及び

期末未成工事支出金に配賦しております。 

  

イ 情報システム事業売上原価明細書 

  

(注) 当社の原価計算の方法は、個別原価計算により業務ごとに原価を材料費、労務費、外注費、経費の諸要素に分類し集計して

おります。集計された原価は実際原価によっておりますが、間接費は直接原価を配賦基準として売上原価及び期末仕掛品に

配賦しております。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   1,323,081 19.3 1,077,777 17.8

Ⅱ 労務費   1,034,813 15.1 978,458 16.2

Ⅲ 外注費   3,170,167 46.1 2,784,030 46.0

Ⅳ 経費   1,342,165 19.5 1,212,885 20.0

  (うち人件費)   (702,351) (10.2) (611,046) (10.0)

計 6,870,228 100.0 6,053,152 100.0

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   375,028 7.4 343,508 7.1

Ⅱ 労務費   1,204,039 23.6 1,178,751 24.5

Ⅲ 外注費   2,614,998 51.2 2,307,446 47.9

Ⅳ 経費   909,893 17.8 978,658 20.5

  (うち人件費)   (463,811) (9.1) (470,102) (9.8)

計 5,103,959 100.0 4,808,366 100.0



③ 【損失処理計算書】 

損失処理計算書 

  

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
株主総会承認日 

当事業年度 
(平成18年６月29日) 
株主総会承認日 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処理損失  4,027,497 5,415,057 

Ⅱ 任意積立金取崩額    

   別途積立金取崩額  430,000 ―   

   土地圧縮積立金取崩額  83,000 513,000 ― ― 

Ⅲ 利益準備金取崩額  62,666 ― 

Ⅳ 資本準備金取崩額  84,000 ― 

Ⅴ 次期繰越損失  3,367,831 5,415,057 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 当社は、大幅な赤字を出した前期の反省に立ち、業務

実施体制の見直し、受注から完成まで一貫した実行予算

管理の整備を推進するとともに、生産性の向上、工事材

料調達の見直し、外注費圧縮の取組強化により収益確保

に努めました。また、資金の外部流出の抑制、入金サイ

トの短縮にも取り組んでまいりました。経常損失につい

ては前期に比し損失幅が大幅に縮小し、また営業キャッ

シュ・フローがプラスに転じたものの、平成15年３月期

より３期継続して営業損失、経常損失、平成14年３月期

より４期連続して当期純損失となり、また、引き続き債

務超過状態であるため継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しております。 

 当該状況を解消すべく当社は、過少資本による脆弱な

財務基盤の改善、技術の進展に見合った直営技術力の向

上と生産性の向上、労務費の削減、営業活動の充実等を

推進して、利益の確実な確保に努めるとともに、新たな

る必要な資金の確保をするよう計画をしております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上

記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。 

 当社は、５期連続して純損失を計上しており、継続企

業の前提に重要な疑義が存在しております。 

これを解消すべく資金面で当事業年度に２回の第三者割

当増資ならびに新株予約権（第三者割当）を、また平成

18年４月18日には無担保転換社債型新株予約権付社債

（20億円）の発行を実施し財務基盤の強化をはかりまし

た。これにより債務超過状態は回避されました。 

 財務基盤の強化を果たした後の再出発に際し、経営の

健全性を確保すべくあらゆる要因等を社外の有識者・専

門家主体の特別調査委員会で究明し改善をはかっている

ところであります。 

 一方、営業活動につきましては、工事部門における従

来型の交換設備工事、有線ＬＡＮ敷設工事から移動体通

信工事（基地局、ビル内アンテナ）、保守およびモバイ

ル・無線ＬＡＮシステム系構築等に重点を移しつつ、更

なる受注拡大を目指し、また情報部門においては金融・

財務・流通・旅行等のソフトの受託開発における売上拡

大に努める一方で、当分野での強みを生かし顧客ニーズ

を先取りしたソリューション提案を積極的に行うなど活

発な活動を続けた結果、工事部門、情報部門共に業界大

手との基本契約締結交渉が進捗を見せ、また多種多様な

ネットワーク環境に対応できる次世代プラットフォーム

開発に向け共同事業に参画すべく大手企業と協議中であ

り、今後業績回復が期待できる環境が整いつつありま

す。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上

記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) その他 
  有価証券 

   

   時価の 
   あるもの 

… 決算期末日の市場
価格等に基づく時
価法(評価差額は全
部資本直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定している)

   時価の 
   ないもの 

… 移動平均法による
原価法 

(2) 子会社株式 
  及び関連会 
  社株式 

… 移動平均法による
原価法 

(1) その他
  有価証券 

  

  

同左 

  

(2) 子会社株式
  及び関連会
  社株式 

…同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成工事支出金－個別法による原価法 

仕掛品－個別法による原価法 

材料貯蔵品－先入先出法による原価法 

同左 

同左 

同左 

３ デリバティブ取引により

生ずる債権及び債務 

時価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 ① 定率法によっております。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によっており

ます。 

 ② 有形固定資産の取得価額10万円

以上20万円未満のものについて

は、３年間で均等償却する方法を

採用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づいております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 商法施行規則に規定する最長期間

(３年間)で均等償却 

――― 

  

  ――― 新株発行費 

 商法施行規則に規定する最長期間

(３年間)で均等償却 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

  (2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  (3) 完成工事補償引当金 

 当期末に至る１年間の完成工事高

の見積補償額に基づいて計上してお

ります。 

(3) 完成工事補償引当金 

同左 

  

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 会計基準変更時差異については、15

年による按分額を費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる按分額を定額法により、それぞ

れ発生の翌事業年度より費用処理し

ております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

  (5) 役員退職給与引当金 

  役員の退職慰労金の支払に備える

ため、役員退職慰労金内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

(5) 役員退職給与引当金 

同左 

  

７ 収益及び費用の計上基準 (1) 完成工事高の計上は、工事完成基

準によって行っております。 

(1)       同左 

  (2) 情報システム事業売上高の計上

は、引渡基準によって行っておりま

す。 

(2)       同左 

８ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

  

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

同左 

  



会計処理の変更 

  

追加情報 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― 固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が14,291千円増加

し、営業損失、経常利益損失及び税引前当期純損失が

14,291千円増加しております。 

――― 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に対するものは次のとおりであります。 

 完成工事未収入金 314,716千円

 売掛金 353,399千円

 短期貸付金 338,372千円

 支払手形 100,352千円

 工事未払金 153,634千円

 買掛金 101,379千円

※１         ――― 

※２ 会社が発行する株式の総数   

  普通株式 12,000,000株 

   発行済株式総数 普通株式 3,300,000株 

※２ 会社が発行する株式の総数   

  普通株式 52,800,000株 

   発行済株式総数 普通株式 51,427,869株 

※３ 担保資産 

   長期借入金及び短期借入金の担保として借入先銀

行に供しているものは、次のとおりであります。 

建物 71,402千円 (帳簿価格)

土地 98,000千円 (  〃  )

計 169,402千円 (帳簿価格)

※３         ――― 

 ４ 偶発債務 

   連結子会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

㈱ツヅキアクトシステム 200,000千円

㈱アイテック 100,000千円

計 300,000千円

４         ――― 

※５ 自己株式の保有数 

  普通株式 50株 

※５ 自己株式の保有数 

  普通株式 50株 

※６ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が30,339千

円増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。 

※６ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が65,605千

円増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。 

※７ 資本の欠損 

   資本の欠損の額は3,514,603千円であります。 

※７ 資本の欠損 

   資本の欠損の額は5,415,163千円であります。 



(損益計算書関係) 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に対する売上は次のとおりであります。 

 関係会社完成工事高 578,436千円

 関係会社情報システム 
 事業売上高 

997,170千円

※１         ――― 

※２ 固定資産売却益のうち主要なもの 

 土地 70,833千円

 建物 103,273千円

※２         ――― 

※３         ――― ※３ 特別利益のその他は、ゴルフ会員権売却益3,545

千円であります。 

※４         ――― 
  

※４ 子会社整理損は、子会社の株式及び債券の譲渡損

であります。 

  

※５         ――― ※５ 特別退職金は、早期希望退職者の退職金でありま

す。 

※６         ――― ※６ 特別損失のその他は、投資有価証券評価損4,000

千円、投資有価証券売却損3,727千円、およびゴ

ルフ会員権売却損200千円であります。 



 (リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

・子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

・子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    車両   
工具・器具 
備品 

  合計 

取得価額 
相当額 

  1,688  59,665  
千円
61,354

減価償却 
累計額相当額 

  1,688  52,893  
千円
54,582

期末残高 
相当額 

  0  6,772  
千円
6,772

工具・器具
備品 

取得価額
相当額 

22,888千円

減価償却
累計額相当額

20,726千円

期末残高
相当額 

2,162千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 3,943千円

 １年超 3,194千円

 合計 7,138千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,439千円

１年超 1,755千円

合計 3,914千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 11,566千円

減価償却費相当額 9,942千円

支払利息相当額 615千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 3,943千円

減価償却費相当額 3,649千円

支払利息相当額 190千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

  

  未払事業税否認 9,633千円

  賞与引当金損金算入限度 
  超過額 

80,980 〃

  退職給付引当金その他 330,072 〃

  退職給付引当金損金算入 
  限度超過額 

278,256 〃

  役員退職慰労引当金 25,486 〃

  繰越欠損金 528,820 〃

  評価性引当額 △1,253,246〃

  繰延税金資産合計 ―千円

  その他有価証券評価差額金 △20,642千円

  繰延税金負債合計 △20,642千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

  

 未払事業税否認 5,949千円

 賞与引当金損金算入限度
  超過額 

28,343 〃 

 退職給付引当金その他 421,475 〃 

 繰越欠損金 2,391,868 〃 

 その他 4,032 〃 

 評価性引当額 △2,851,668 〃 

 繰延税金資産合計 ―千円 

 その他有価証券評価差額金 △44,637千円

 繰延税金負債合計 △44,637千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  当会計年度は税引前当期純損失であったため記載し

ておりません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  当会計年度は税引前当期純損失であったため記載し

ておりません。 



(１株当たり情報) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 △893円22銭 

１株当たり当期純損失 40円19銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、１株当たり当期純損失であり、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 2円27銭 

１株当たり当期純損失 66円42銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、１株当たり当期純損失であるため記載し

ておりません。 

 
――― 

（１株当たり当期純損失の算定上の基礎） 

損益計算書上の 
当期純損失 

132,629千円 

普通株式に係る 
当期純損失 

132,629千円 

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳 

  

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均 
株式数 

3,299,950株 

 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在

株式の概要 

第１回新株予約権 

平成18年１月６日取締役会決議分。43個。 

これらの詳細については、「第４提出会社の状 

況 １株式等の状況 (２)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

（１株当たり当期純損失の算定上の基礎） 

損益計算書上の
当期純損失 

2,047,226千円 

普通株式に係る
当期純損失 

2,047,226千円 

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳 

  

該当事項はありません。

普通株式の期中平均
株式数 

30,820,917株 



(重要な後発事象) 

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

１. 希望退職者の募集について 

 当社は、平成17年５月23日開催の取締役会において、

安定経営の維持と競争力強化の一環として従業員構成の

適正化を図るため、平成17年４月１日現在の満年齢が50

歳以上の社員を対象に希望退職者の募集(平成17年７月

19日から平成17年７月22日までに60名)を行う決議をし

ました。 

 なお、応募者が募集人員に達した場合、退職金及び特

別加算金の総額は約950百万円程度となりますが、今後

の人件費の削減額は年間約520百万円程度を見込んでお

ります。 

２. 第三者割当による新株式の発行について 

 当社は、平成17年６月29日開催の株主総会において、

第三者割当による新株式発行に関し、下記のとおり決議

いたしましたので、お知らせいたします。また、第三者

割当増資に伴いまして、親会社、筆頭株主及び主要株主

の異動もございますので併せてお知らせいたします。 

 なお、今後の増資については事業展開並びに資金需

要、業績見直しを踏まえたうえで、慎重に検討します。 

  

Ⅰ 第三者割当による新株発行 

 １ 株式の発行要領 

  (1) 発行新株式数   普通株式9,900,000株 

  (2) 発行価額     １株につき金100円 

  (3) 発行価額の総額  990,000,000円 

  (4) 資本組入額    １株につき金50円 

  (5) 資本組入額の総額 495,000,000円 

  (6) 申込期間     平成17年７月14日(木曜日) 

  (7) 払込期日     平成17年７月15日(金曜日) 

  (8) 配当起算日    平成17年４月１日(金曜日) 

(9) 新株券交付日 本件の第三者割当増資による新

株式にかかる株券は不発行とす

る。 

  (10) 割当先及び割当株式数 

ユニオンホールディングス株式

会社9,900,000株 

  (11) 前記各号については、証券取引法による届出の

効力発行を条件とする。 

 ２ 資金の使途 

    当該第三者割当増資による資金の使途につきまし

ては、新株式発行価額の総額990百万円(予定額)か

ら発行諸費用を差し引いた全額を早期退職者の退職

金及び特別加算金に充当する予定であります。 

  

１．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行に

ついて 

 当社は、平成18年３月10日開催の取締役会において、

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行するこ

とを決議し、平成18年４月18日に下記のとおり同社債を

発行しております。 

Ⅰ．無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 

 １．発行要領 

(1) 社債の名称 株式会社ＴＴＧ第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債 

(2) 社債の発行価額 額面100円につき金100円 

(3) 新株予約権の発行価額 無償とする 

(4) 社債の総額 金20億円 

(5) 各社債券の金額 金１億円の１種 

(6) 社債の利率 年2.8% 

(7) 払込期日 平成18年4月18日 

(8) 償還期限 平成20年4月18日 

(9) 割当先及び割当額  

  ユニオンホールディングス株式会社 20億円 

 ２．調達資金の使途 

 ネットワーク系通信設備はＩＰ化の流れの中で高

度化され、ますます複雑なシステムとなってきてお

ります。この環境に対応すべくネットワークを構築

する際に必要となるソフトウェアの設定・維持・変

更等のためのサービスを新たに事業化するために、

組織・環境整備費用、訓練費用、及び新規事業の初

期段階としての運転資金の確保、また移動体通信工

事の受注遅れが回避され、これに伴う運転資金が必

要となったことにより、手取概算額1,990百万円全額

を当該資金に充当します。 

  

２. 会社分割による持株会社体制への移行について 

 当社は、平成18年６月１日開催の当社取締役会におい

て、「株式会社ＴＴＧホールディングス」に商号変更

し、持株会社に移行するとともに、現在の当社の建設事

業および情報システム事業は、新設する会社（株式会社

ＴＴＧ）に継承させることを決議いたしました。 

 会社分割の概要は次のとおりであります。 

(１)目的・経緯 

当社は、４４期（平成17年度）上期に企業体質の強化

と競争力の向上をはかるためにユニオンホールディン

グス株式会社からの資本の導入を得て財務基盤の強化

をはかり、商号名も平成17年11月1日に「株式会社Ｔ

ＴＧ」と改め再出発し、新体制の元で移動体通信工事

（基地局、ビル内アンテナ）、保守およびモバイル・

無線ＬＡＮシステム系構築等に転換し更なる受注拡大

を目指し、また情報システム事業については金融・財

務・流通・旅行等のソフトの受諾開発における売上の

拡大に努める一方で、当分野での強みを生かしソリュ

ーション提案を積極的に行うなど、活発な営業活動を

続けているところであります。 



  

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

  今後とも企業体質の強化と競争力の向上に取り組んで

まいりますが、このたび以下の主な理由で「新設分

割」の方法により持株会社体制への移行を図ることに

致しました。 

主な理由 

①変化を続ける社会・経済状況への機動的対応 

②蓄積された技術力に基づく顧客サービスの充実・向

上 

これにより、当社は「株式会社ＴＴＧホールディング

ス」に商号変更し、持株会社に移行するとともに、現

在の当社の建設事業および情報システム事業は、新設

する会社（株式会社ＴＴＧ）に従来どおり引き継がせ

ていただくことになります。 

この体制に移行することで、当社は、持株会社とし

て、当社を取り巻く経済・社会状況や競争激化に機敏

に対応しつつ、迅速な戦略の策定・推進、一括した経

営資金管理や経営管理を行うことが可能となり、他

方、新設分割設立会社は、各事業に特化することで、

建設および情報サービスに専念することになるため、

顧客へより充実したサービスが提供できる体制を築く

ことになります。 

(２)会社分割の要旨 

分割計画書承認取締役会    平成18年6月1日 

分割計画書承認株主総会    平成18年6月29日 

分割期日           平成18年10月2日 

分割登記           平成18年10月2日 

(３)会社分割（持株会社移行）の概要 

①分割の方式 

当社を新設分割会社とし、新設分割設立会社として

「株式会社ＴＴＧ」を設立し、これに事業を承継させ

る新設分割であります。 

これにより当社（新設分割会社）は、平成18年10月2

日以降、持株会社となり、同日付で「株式会社ＴＴＧ

ホールディングス」に商号変更いたします。

②株式の割当 

新設分割設立会社「株式会社ＴＴＧ」は、設立に際し

て発行する普通株式6,000株のすべてを当社に割当て

ます。 

③新設会社が承継する権利義務 

新設分割設立会社は、当社（新設分割会社）から、建

設事業および情報システム事業を遂行する上で必要と

判断される当該事業に係る資産・負債およびこれに付

随する権利・義務・契約上の地位ならびにその他の権

利義務を承継いたします。また、新設分割設立会社

は、当社（新設分割会社）の全従業員の雇用契約およ

びこれに付随する権利・義務についても、当社から承

継いたします。 

ただし、次に掲げるものは除きます。 

(イ) 現金預金 

(ロ)貸付金 

(ハ)関係会社株式 



  

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

  (ニ)受取手形および支払手形（ただし、原因債権およ

び原因債務は継承される） 

(ホ)長期および短期借入金（私募債含む） 

(へ)租税債務（未払消費税、未払住民税、事業税、事

業所税） 

(ト)上記(イ)～(へ)に係るものについての契約 

承継する資産・負債については、平成18年3月31日現

在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、こ

れに分割期日までの増減を加味した上で確定します。 

なお、新設分割設立会社が当社（新設分割会社）から

承継する債務については、免責的債務引受の方法によ

るものとします。ただし、当該事業に関して生じた預

り金の返還債務については、併存的債務引受の方法に

よるものとし、当社（新設分割会社）は、新設分割設

立会社と連帯して、引き続き債務を負担するものとし

ます。 

(４)債務履行の見込み 

当社（新設分割会社）および新設分割設立会社共に、

本件分割後も資産の額が負債の額を上回ることが見込

まれること、並びに、事業活動においても負担する債

務の履行に支障を及ぼす事態の発生は現在のところ予

想されていないことから、債務の履行の見込みがある

ものと判断しております。 

さらに、当社（新設分割会社）は、平成18年3月末時

点の短期借入金のうち、約半分を同年5月に返済ずみ

であること、また平成18年6月29日開催の定時株主総

会にて定款を変更し新株発行による更なる資本増強が

可能となることからも、当社（新設分割会社）の債務

履行能力には問題ないと考えます。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

 (その他有価証券)   

  フュージョン・ 
  コミュニケーションズ㈱ 

1,050 300,000 

  富士通㈱ 96,088 95,415 

  ㈱みずほフィナンシャル 
  グループ 

55 54,815 

  ㈱インパルスジャパン 2,400 32,000 

  コミューチュア㈱ 23,721 26,947 

  ㈱三菱UFJフィナンシャル・ 
  グループ 

8 14,400 

  ㈱三井住友フィナンシャル 
  グループ 

10 13,000 

  NTT㈱ 20 10,100 

  ㈱BTS 100 10,000 

  和興エンジニアリング㈱ 20,000 8,160 

  ㈱りそなホールディングス 12 4,860 

  富士通アクセス㈱ 他２件 2,066 1,744 

 その他有価証券計 145,530 571,442 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) ソフトウェアについては社内利用のものです。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引 
当期末残高
(千円) 

有形固定資産      

 建物 254,534 1,531 309 255,755 124,176 12,032 131,579

 車両運搬具 3,380 ― ― 3,380 3,211 ― 169

 工具器具備品 495,632 22,574 40,096 478,110 414,744 27,658 63,365

 土地 98,000 ― ― 98,000 ― ― 98,000

有形固定資産計 851,547 24,105 40,405 835,246 542,132 39,691 293,113

無形固定資産      

 ソフトウェア 91,663 10,669 ― 102,332 36,843 18,510 65,489

 電話加入権 17,401 ― ― 17,401 ― ― 17,401

無形固定資産計 109,064 10,669 ― 119,734 36,843 18,510 82,891

長期前払費用 3,357 ― ― 3,357 3,245 111 ―

繰延資産      

 新株発行費 ― 299,485 ― 299,485 99,828 99,828 199,656

繰延資産計 ― 299,485 ― 299,485 99,828 99,828 199,656



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 資本金、既発行株式および資本準備金の増加の原因は、第三者割当による新株発行および新株予約権の行使によるもので

あります。 

２ 当期末における自己株式は50株であります。 

３ 資本準備金、利益準備金および任意積立金の減少は、損失処理および欠損補填によるものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 312,000 2,540,219 ― 2,852,219

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (3,300,000) (48,127,869) (―) (51,427,869)

普通株式 (千円) 312,000 2,540,219 ― 2,852,219

計 (株) (3,300,000) (48,127,869) (―) (51,427,869)

計 (千円) 312,000 2,540,219 ― 2,852,219

資本準備金 
及びその他 
資本剰余金 

資本準備金     

 株式払込剰余金 (千円) 162,000 2,535,949 84,000 2,613,949

計 (千円) 162,000 2,535,949 84,000 2,613,949

利益準備金及 
び任意積立金 

利益準備金 (千円) 62,666 ― 62,666 ―

任意積立金     

 土地圧縮積立金 (千円) 83,000 ― 83,000 ―

 別途積立金 (千円) 430,000 ― 430,000 ―

計 (千円) 575,666 ― 575,666 ―



 【引当金明細表】 

  

(注) １ 貸倒引当金及び完成工事補償引当金の当期減少額（その他）欄の金額は、一般債権の貸倒実績率および完成工事高の見積

補償額による洗替額であります。 

２ 役員退職給与引当金の当期減少額（その他）欄の金額は、取締役会にて当事業年度末までの役員退職慰労金について支給

を行わない決議を行ったことによる取崩しであります。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 443,404 25,274 ― 443,404 25,274

賞与引当金 200,000 70,000 200,000 ― 70,000

完成工事補償引当金 7,501 5,806 ― 7,501 5,806

役員退職給与引当金 62,946 ― ― 62,946 ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

ア 現金及び預金 

  

  

イ 完成工事未収入金 

(ア)相手先別内訳 

  

(注) その他は、㈱スイタ情報システム、他であります。 

  

(イ)滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 932

預金の種類  

当座預金 3,174

普通預金 165,155

計 168,329

合計 169,262

相手先 金額(千円)

㈱ジェイ・エンジニアリング 407,776

ドコモエンジニアリング㈱ 390,445

ボーダフォン㈱ 157,104

富士通㈱ 90,356

富士通ネットワークソリューションズ㈱ 63,548

その他 493,503

合計 1,602,733

区分 

期首残高 

(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 

(千円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高 

(千円) 
  
(Ｃ) 

当期末残高 

(千円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％) 
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

完成工事 
未収入金 

1,822,526 5,982,265 6,202,058 1,602,733 79.5 104.5



ウ 売掛金 

(ア)相手先別内訳 

  

(注) その他は、㈱富士通関西システムズ、他であります。 

  

(イ)滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生額には消費税等が含まれております。 

  

エ 未成工事支出金 

  

期末残高の内訳は次のとおりであります。 

  

オ 仕掛品 

  

相手先 金額(千円)

富士通㈱ 178,407

㈱ＮＴＴデータ関西 108,147

ヴィンキュラムジャパン㈱ 106,543

㈱ＮＴＴデータ 97,709

㈱インパルスジャパン 94,927

その他 656,531

合計 1,242,266

区分 

期首残高 

(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 

(千円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高 
(千円) 
  
(Ｃ) 

当期末残高 

(千円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％) 
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

売掛金 1,643,063 5,910,130 6,310,927 1,242,266 83.6 89.1

前期繰越高(千円) 当期支出額(千円) 
完成工事原価への振替額

(千円) 
期末残高(千円) 

811,642 5,502,038 6,053,152 260,528

材料費 43,266 千円

労務費 81,343 〃

外注費 78,111 〃

経費 57,807 〃

計 260,528 千円

区分 金額(千円)

情報システム事業部門 328,300

合計 328,300



ｂ 負債の部 

ア 支払手形 

  

(注) その他は、㈱ビビッド、他であります。 

  

イ 工事未払金 

  

(注) その他は、エヌデック㈱、他であります。 

  

ウ 買掛金 

  

(注) その他は、㈱ツヅキアクトシステム、他であります。 

  

相手先 金額(千円)

電気興業㈱ 32,705

㈱サンケーコーポレーション 27,825

㈱竹中工務店 21,987

辻電気設備㈱ 17,629

㈱新翔電設 11,890

その他 78,629

合計 190,668

相手先 金額(千円)

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 272,356

富士通㈱ 126,208

㈱アイテック 75,591

都築電気㈱ 36,750

㈱ビビッド 30,677

その他 610,400

合計 1,151,982

相手先 金額(千円)

㈱メディア総合研究所 58,940

オービーネットワーク㈱ 38,116

㈱アーバンコーポレーション 35,906

㈱グリフィン 33,539

㈱テレマティックシステムズ 23,054

その他 412,235

合計 601,793



エ 短期借入金 

  

  

オ 社債 

  

(注) 発行年月、利率等については、「第５経理の状況 １連結財務諸表 ⑤連結付属明細表 社債明細表」に記載しておりま

す。 

また(内書)は１年以内償還予定の金額であります。 

  

カ 長期借入金 

  

(注) (内書)は１年以内返済予定の金額であります。 

  

キ 退職給付引当金 

  

  

相手先 金額(千円)

㈱三井住友銀行 浜松町支店 440,000

㈱横浜銀行 新橋支店 430,000

住友信託銀行㈱ 東京中央支店 300,000

㈱みずほ銀行 芝大門支店 240,000

㈱りそな銀行 芝支店 170,000

㈱百十四銀行 東京支店 90,000

合計 1,670,000

区分 金額(千円)

株式会社ＴＴＧ第２回無担保社債 
200,000
(100,000)

合計 
200,000
(100,000)

相手先 金額(千円)

㈱りそな銀行 芝支店 
60,000
(60,000)

㈱みずほ銀行 芝大門支店 
150,000
(60,000)

合計 
210,000
(120,000)

区分 金額(千円)

退職給付債務 2,275,643

未認識数理計算上の差異 △301,015

会計基準変更時差異の未処理額 △672,837

年金資産 △260,858

前払年金費用 2,760

合計 1,043,696



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000 株券、1,000 株券、100 株券

中間配当基準日 ― 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
  住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
  住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき50円＋印紙代

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
  住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
  住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得な
い事由が生じた場合は、東京都において発行する日本経済新聞に掲載する。 
公告掲載URL 
http://www.ttg.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等であるユニオンホールディングス株式会社は、継続開示会社であります。 

親会社等の名称及び上場取引所名等 

ユニオンホールディングス株式会社（東京証券取引所市場第二部）

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第25条第１項

各号に掲げる書類は次のとおりであります。 

  

１ 有価証券届出書及びその添付書類 

第三者割当による新株発行平成17年５月23日関東財務局長に提出。 

２ 有価証券届出書の訂正届出書 

上記１に係る訂正届出書平成17年５月25日関東財務局長に提出。 

３ 有価証券届出書の訂正届出書 

上記１に係る訂正届出書平成17年５月31日関東財務局長に提出。 

４ 有価証券届出書の訂正届出書 

上記１に係る訂正届出書平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

５ 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第43期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

６ 有価証券届出書及びその添付書類 

第三者割当による新株発行平成17年８月５日関東財務局長に提出。 

７ 有価証券届出書の訂正届出書 

上記６に係る訂正届出書平成17年９月１日関東財務局長に提出。 

８ 臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与えると見込まれる事象の発生） 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づく臨時報告書平成17年12月12日関

東財務局長に提出。 

９ 半期報告書 

事業年度 第44期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月26日関東財務局長に提出。 

10 有価証券届出書及びその添付書類 

第三者割当による新株予約権発行平成18年１月６日関東財務局長に提出。 

11 有価証券届出書の訂正届出書 

上記10に係る訂正届出書平成18年１月24日関東財務局長に提出。 

12 臨時報告書（代表取締役の異動） 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書平成18年３月２日関東財務局長

に提出。 

13 有価証券届出書及びその添付書類 

第三者割当による新株予約権付社債発行平成18年３月10日関東財務局長に提出。 

14 有価証券届出書の訂正届出書 

上記13に係る訂正届出書平成18年３月14日関東財務局長に提出。 



15 臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与えると見込まれる事象の発生および当社の特定子会社の異動）

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第12号ならびに第19号の規定に基づく臨時報告書平成

18年３月14日関東財務局長に提出。 

16 臨時報告書（代表取締役の異動） 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書平成18年５月１日関東財務局長

に提出。 

17 臨時報告書（会社分割による持株会社体制への移行） 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の規定に基づく臨時報告書平成18年６月２日関東財務局長

に提出。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年12月５日

株式会社ＴＴＧ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている式会社
ＴＴＧの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の訂正報告書の連結財務諸表、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行
った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を
表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を
基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社ＴＴＧ及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
1.有価証券報告書の訂正報告書の訂正理由に記載されているとおり、会社は売上原価の翌期への繰延べ等、不適切な経
理処理がなされていたことが判明したため連結財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の連結財務諸表につい
て監査を行った。 
2.継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は４期連続して当期純損失となり、引き続き債務超過状態である
ため継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画は当該注記に記載されている。連
結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していな
い。 
3.重要な後発事象 
 (1) 希望退職者の募集 
 (2) 第三者割当による新株発行 
についての記載がある。 
4.(セグメント情報)の［事業の種類別セグメント情報］の(注)４に記載のとおり、会社は営業費用の配賦方法を変更し
た。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

監査法人つばき 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  徳  富  良  雄  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎  正  敏  ㊞ 

  
(注) 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年12月５日

株式会社ＴＴＧ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会
社ＴＴＧの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の訂正報告書の連結財務諸表、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を
行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見
を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を
基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社ＴＴＧ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
1.有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は過年度における不適切な経理処理を訂正し
たことにより、また繰延税金資産の計上に不適切な経理処理がなされていたことが判明したため連結財務諸表を訂正し
ている。当監査法人は、訂正後の連結財務諸表について監査を行った。 
2.継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は５期連続して当期純損失を計上しており、継続企業の前提に重
要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提と
して作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 
3.重要な後発事象 
(1) 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行  
(2) 会社分割による持株会社体制への移行 
についての記載がある。 

  

会社と当監査法人又は指定社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
以 上 

  

監査法人つばき 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  徳  富  良  雄  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  黒  崎  正  敏  ㊞ 

  
(注) 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年12月５日

株式会社ＴＴＧ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＴＴＧの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第43期事業年度の訂正報告書の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＴＴＧの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

1.有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は売上原価の翌期への繰延べ等、不適切な経

理処理がなされていたことが判明したため財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の財務諸表について監査を

行った。 

2.継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は４期連続して当期純損失となり、引き続き債務超過状態である

ため継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画は当該注記に記載されている。財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

3.重要な後発事象 

 (1) 希望退職者の募集 

 (2) 第三者割当による新株発行 

についての記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監査法人つばき 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  徳  富  良  雄  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  黒  崎  正  敏  ㊞ 

  
(注) 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年12月５日

株式会社ＴＴＧ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＴＴＧの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第44期事業年度の訂正報告書の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＴＴＧの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 
1.有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は過年度における不適切な経理処理を訂正し
たことにより、また繰延税金資産の計上に不適切な経理処理がなされていたことが判明したため財務諸表を訂正してい
る。当監査法人は、訂正後の財務諸表について監査を行った。 
2.継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は５期連続して当期純損失を計上しており、継続企業の前提に重
要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として
作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 
3.重要な後発事象 
(1) 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行  
(2) 会社分割による持株会社体制への移行 
についての記載がある。 

  

会社と当監査法人又は指定社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

監査法人つばき 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  徳  富  良  雄  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  黒  崎  正  敏  ㊞ 

  
(注) 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 
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